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エ ネル ギー新情勢 と研 究開発

理事・東京大学名誉教授 大 島 恵

最近 のエネルギー情勢は大部模様が変 って きたよ うである。省エネル ギー,脱 石

油の政策 目標 は予想以上 に早 く達成 され,問 題は国内エネルギー関連産業の,情 勢

変化に対す る対応 を如何に助けるか とい うことになって きている。 しか し,よ り根

本的には高石油価格 と多様化する新エネルギー源の時代 にむけてエネル ギー需給構

造 を如何 に転換 してゆ くか,と い うことである。 これは,極 めて困難 な問題 である。

「石油危機」といった時にはエネル ギーの政策 目標 は容易 に国民的 コンセ ンサス を

得 て一致 して推進す ることがで きた。 しか し,根 本的需給構造の転換 となる と,こ

れは産業全般 にわたっての構造変化 をもたらし,利 害や影響は複雑に錯綜 した もの

になる。この ことは,素 材産業,石 油精製業,電 力投資な どに深刻に現れている。

これに対す るエネル ギー政策 も長期的展望 と同時に現実に対するきめの細かい対策

をもたな くてはならない。

エネルギー技術の研究開発 も決 して例外ではない。新 エネルギー,代 替エネルギ

ーの開発,省 エネルギー技術,な どの長期的な 目標 は変 らないに して も,資 金配分,

優先順位,開 発体制 な ど具体的な実行 にあたっては,経 済的 ・社会的な現実 を無視

す るこ とはできない。

研究開発 は多 くの場合,10年,20年 の長期 間を必要 とす るので,短 期間にめ ま ぐ

るしく目標や計画 を変更す るこ とは開発を著 しく阻害す る。 しか し,一 方,現 実か

ら遊離 した実行 は,関 係者の支持 を得 られず挫折する恐れがあるのみならず,成 果

を得て も実用 と離れて しまう。

したがって,現 在,最 も重要なこ とは,エ ネル ギー技術の研究開発 を長期 目標 と

現実の実行の両面か ら総合 的な評価検討 を行 なって具体 的な政策の提示 をすること

である。エネルギー総合工学研究所が関係者 との協 力の もとに,是 非 この課題に早

急に取組んでほ しい。(お お しま けいいち)
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水力開発 と今後の技術的課題

大 滝 克 彦

1.水 力開発の現状

水力エネルギーはエネルギー資源に恵まれ

ないわが国にとって貴重な財産 とも言うべ き

存在であ り,最 近のエネルギー情勢を反映し

て,そ の価値が再び見直 されつつある。

昭和56年 度末時点での全国の水力発電設備

は約3,160万kWで,総 発電設備の20%強 が水

力である計算になる。この うち,一 般水力発

電所が約1,930万kW,揚 水式発電所が約1,230

万kWで ある。 自然の水力エネルギー を利用す

るものは,一 般水力と揚水式の うちでも混合

揚水式 と呼ばれるものであ り,こ れらで発生

する電力量は年間約900億kWHで,わ が国の

エネルギー供給の約5%,原 油約2,000万Ke

に相当す る。水力は開発後は半永久的に利用

できるエネルギーであることか ら,枯 渇の心

配がある化石エネルギー とは異な り,そ の価

値は数字で表わされるもの以上に大きい。

わが国にある水力エネルギー資源の うち開

発可能なもの(包 蔵水力)は 約1,400億KWH

/年 と考えられてお り,こ のうちの約2/3が

開発済である。戦後の一般水力開発の推移 を

見ると,昭 和30年 代の年間70～80万kWの 開発

量を誇った時代 をピー クに,そ の後は年間10

～20万kW程 度で推移 してきた。 しか し,第 一

次,第 二次のオイルショックを経て,よ うや

く一般水力開発が息をふ き返し,最 近では開

発量は増加 しつつあるが大規模地点の開発が

ほぼ完了したことか ら多地点小規模化の傾向

が強まってお り,100kWク ラスの開発例 も増

えつつある。また,現 在実施 されている第5

次包蔵水力調査の中間 とりまとめの状況から

みても,未 開発地点の平均規模 は数千田程度,

今後とも小規模化傾向が一層強まるもの と予

想される。

2.水 力開発の課題と施策

中小水力を中心 とする今後の一般水力開発

を推進 してゆくための問題点 と,こ れに対応

する施策は次のとお りである。

(1)発 電コス トの低減化

水力開発は多額の建設資金 を要するた

め固定費比率が高 く,初 期発電原価が相

対的に割高 となる。また,一 般水力開発

地点は年々小規模化する傾向にあり,ス

ケールメリットも益々得 られに くくなっ

てきている。このため,コ ス トダウン対

策 として中小水力用の技術開発 を推進

[
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表一1最 近 具 体 化 した小 水 力 の例

事業者名 発電所名 河 川 名 発電方式
最大使 用
水 量
(mソs)

最 大有効
落 差

(m)

最 大出力

(田)

年間発生
電 力 量
(MWh)

備 考

神奈川県 道志第3 相 模 川
一般 ・

水路式
2.4 53.2 1,000 6,270

既設の水路のほぼ全長を利用し,そ の拡幅改

修を行う再開発 水車発電機は更新

金 沢 市 新 寺 津 犀 川
一般 ・

水路式
LOO 53.35 430 1,991 既設の水路の全長を利用 し,その一部改修を

行 う再開発 水車発電機は更新

山 口 県 生 見 川 錦 川
一般 ・

ダム式
3.5 63.7 1,800 7,270 治水,工 業用水,発 電参加の総合開発

広 島 県 魚 切 入 幡 川
一般 ・

ダム式
1.81 53.0 700 3,850 治水,上 水道,発 電参加の総合開発

七折土地

改 良 区
新日ノ影 五ケ瀬川 一 般 1.44 204.53 2,300 14,361

かんがい用水路を利用 して,主 として非かん
がい期に発電を行う。余剰電力を充電

遠 野 市 遠 野 北 上 川 一 般 0.25 82 150 1,250 遠野市の上水道施設を利用して発電を行う。
余剰電力を売電

富 山 県 若 土 山 田 川
一般 ・

ダム式
4.0 10.14 270 1,192 既設のかんがい用ダムの放流水を利用する。

山 口 県 本 郷 川 本 郷 川
一般 ・

水路式
0.4 87 260 1,342

既設のかんがい用水路を利用し,余剰水を元
の河川に落とす場所で発電する。

群 馬 県 天 狗 岩
天 狗 岩

用 水 路

一般 ・

水路式
11.0 7.00 540 2,251 既設農業用開水路を改修使用

岡 山 県 越 畑 香々美川
一般 ・

ダム式
1.20 24.50 200 1,404 治水,農 業用水,発 電参加の総合開発,既 設

ダムの利水放流を利用

岡 山 県 久 賀 梶 並 川
一般 ・

ダム式
1.20 21.0

'

190 1,463
治水,農 業用水,発 電参加の総合開発,既 設
ダムの利水放流を利用

するとともに,建 設費の補助あるいは財

投資金による低利の開銀融資を行い,発

電原価の低減化 を図る。

(2)包 蔵水力の把握

水力開発を推進 してゆ くためには,国

内の包蔵水力を的確に把握 し,こ れに基

づ く計画的な開発指針を提示す ることが

必要である。このような観点から再開発,

低落差,総 合開発地点等 も加えた幅広い

対象地点について包蔵水力調査 を実施 し

ている。

(3)立 地の円滑化

水力発電施設の円滑な立地 を図るため

には,地 元住民の十分な理解 と協力が必

要である。そこで,地 元住民の要望に応

えるため,電 源立地促進対策交付金や

既設発電所所在市町村の生活環境の向上

等を図るための交付金制度の活用を図る

とともに,環 境保全対策の一層の充実を

図る。

(4)開 発体制の整備

水力開発の経済的 目安 となる経済性 ガ

イ ドラインについて合意形成を図るとと

もに,公 営電気事業者,そ の他電気事業

者及び自家発設置者等の積極的な活用が

行なえるよう開発体制 を整備す る。

3.中 小水力開発のための技術開発

先に述べ たように中小水力の開発 を推進す

るためには,技 術開発によるコス トダウンが

重要な要素 となる。現在,資 源エネルギー庁

では次のような技術開発に取 り組んでいる。

(1)一 体形水車発電装置(図 一1)

この装置は低落差の小水力地点用に開発さ

れているものであり,そ の構造は,従 来の固
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図1一 体形水車発電装置

定羽根式プロペラ水車 とかご形誘導発電機 を

同一軸上に同心円状に配置 して,水 車 と発電

機 を一体構造 としたコンパ クトな構成であ り,

外か ら見る限 りでは送水パイプの一部 としか

映 らないであろ う。図一2に 断面図 を示す

が,こ れか ら分か るようにランナーべ一 ン

の先端に環状のランナーバ ンドが取付けられ,

その外側に発電機のかご形回転子がある。こ

の回転部 と固定部の間には狭い隙間が設けら

れ,か ご形回転子は充満 した水の中で回転す

ることになる。このことは電気的には全 く問

題ない。一方,固 定子の内径側は特殊材質の

薄肉円筒によって完全にシールされ,水 の侵

入を防いでいる。

この装置の適用範囲は有効落差3～20m,

流量は単機で0.5～4m3/s,単 機出力ユ0～590

kWで ある。この装置はガイ ドベーン,ラ ンナ

ーベー ンとも固定式であるため
,流 量調整機

能はな く,一 つの発電所に複数機 を設置し,

水量に応じて運転台数 を制御す る台数制御方

式に よって負荷調整を行 う。この場合,各 装置

の起動,停 止は入口弁の開閉によって行われ

る。台数制御の基本概念を図一3に 示す。

ルーズフランジ キャン

＼
一 吸 出 し管

巻線 磁 ち回車云子 固定子 フレーム 給1由口錨 ガイド筍
水管

/

/
排水 ロ ランナーべ一ン

図2一 体 形 水車 発 電 機 構 造 断 面 図

軸受
軸

謹

軸受
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保守が容易であり,ま たコンパク トで据付け

が容易であるなどの多くの特長 を有するこの

新型機 は,全 国に散 在す る農業用かんがい

水路,砂 防用ダム,上 水道用水路や工場の排

水路などにおける未利用の水力エネルギー回

収システム としての活用が期待で きる。

この装置の実用化第1号 は昭和57年6月 に

運転開始した天狗岩発電所(群 馬県営)に4

台据付け られてお り,良 好な運転実績を示 し

ている。

曝欝 乱烈
(注)こ の一体形水車は明電舎㈱の基本特許である。

(2)新 型軽負荷 ランナーフランシス水車

従来,中 高落差の水力地点用の水車 として

はフランシス型水車が一般的に用いられてい

るが,出 力の小さい領域(低 流量)に おいて

は水車の効率が大巾に低下 し,し かも機械的

な制約 もあって,運 用上か ら水車設計流量の

40%程 度 までが運転範囲 とされていた。

しか し,今 後は流れ込み式の発電計画で水

車の軽負荷領域における効率 をも向上させ,

河川の流入量を有効に利用 して,発 生エネル

ギーの増加 を図ることが,中 小水力の経済べ

一スに乗る開発を進めてゆく上で,重 要な要

素 となる。

今回,研 究開発が行われている新型の軽負

荷 ランナーフランシス水車は,こ のような観

点か ら軽負荷領域での効率低下 を少なくす る

よう通常のフランシス水車を改良した もので

ある。

主要な改良点はランナーべ一ン枚数,レ形状

の変更,ガ イ ドベーン形状,ド ラフ トチュー

ブ形状の改良などである。これらの改良の結



果,模 型試験によって水車のキャビテーショ

ン,振 動などの特性は,従 来機 とほとんど変

わらず,一 方,効 率特性は水車の軽負荷領域

で大巾な向上 とな り,最 高効率点及び重負荷

領域においても,従 来機 とほ とんど変わらな

いとい う結果が得 られている。(図一5)
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流劉 努)

図5新 形水車(フ ランシス型)の 効率

未開発,未 利用の包蔵水力のうち,中 高落

差(50～300m)地 点の数は相当な数にのぼ

る。季節的に流量の変動の多い流れ込み式の

水力発電プラントなどにこの新型水車 を適用

することにより,建 設 コス トの低減,小 水量

領域での水車の運転が可能 とな り,こ の結果

発生電力量が増加 し,経 済性が高まるため,

未利用の中高落差水力地点の開発促進 を図る

ことができる。

この新型水車については奈良田第3発 電所

(山梨県営,計 画中)で 実証試験を行 う計画

である。

1欝1∫ ・・酬
(3)ク ロ ス フ ロー 水 車

小水量,中 高落差の水力地点に適したクロ

スフロー水車は今世紀初頭に発明されたもの

で,ミ ッチェルタービン,あ るいはバンキタ

ービンとも呼ばれている衝動 水車の一種であ

る。ヨーロッパでは古 くから使われていて多

くの実績 もあるが,わ が国では最近 まで全 く

使われていなかった。

この水車は従来のフランシス水車などに比

べ ると構造が簡単であり取扱も容易であ り,

また経済性にもす ぐれているなど小水力発電

に適しているので,今 後の普及が期待 されて

お り,最 近に至 り,わ が国でも設置例がぼつ

ぼつ出始めている。

水入口 ⑥ ②
③

4

多
放水ロ

① ランナ ⑤ 軸

② ガイドペーン ⑥ 入口管

③ ケーシング ⑦ カバー

④ 軸受 ⑧ 放水管

図6ク ロ ス フ ロー 水 車 構 造 図

図 一6は ク ロ ス フ ロー 水 車 の 構 造 を示 した

もの で あ り,水 は ラ ン ナ の 外 周 か ら中 へ 入 り

再 び ラ ン ナ を通 っ て 外 周へ 出 る 。 した が っ て

水 は ラ ン ナ の 羽 根 に2回 作 用 して効 率 よ くエ

ネ ル ギー を伝 達 す る 。 この よ うに 水 が 水 車 を

ク ロ ス して 流 れ る こ とか ら,ク ロ ス フ ロー 水

車 とい わ れ る。(図一7)

ガ イ ドベ ー ン は1枚 で(分 割 構 造 の 場 合 は

6
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図7ク ロ ス フ ロー 水 車 内 の 水 の 流 れ

効

率

%

讐 く欝

/

204象

量 筏 〕80100

図82:1分 割運転の場合の組み合わせ効率特1生

2枚),こ れ に よ り負 荷 調 整,流 量 調 整 を行 う。

(図 一8)

こ の ク ロ ス フ ロー 水 車 の適 用 範 囲 と して は

有 効 落 差1～200m,流 量 は0.02～8m3/s,

出 力 は1,000kW以 下 の 範 囲 が 適 当 と され て お

り,一 般 の水 力 発 電 所 の ほ か,次 の よ う な場

合 に も利 用 可 能 と さ れ て い る。

① 工 場 内 冷却 水 の残 余 落 差 利 用 発 電

② 工 業 用 水 受 水 槽 で の 余 剰 圧 力 利 用 発 電

③ 浄水場での減勢槽の代 りの発電

④ トンネル,抗 内での湧水利用発電

⑤ 汚水処理場での排水落差利用発電

⑥ ビル冷暖房水の落差利用発電

以上が水車関係の技術開発の概要である。

次に水車 と並んで重要 な技術開発課題 となっ

ている小断面 トンネル掘削機について紹介す

る。

(4)小 断面 トンネル掘削機

水路式発電所の場合の工事費は,大 部分が

トンネル(導 水路)の 掘削費用である。現在,

中小水力の トンネル(内 径2.5m程 度)は ダ

イナマイ ト(発破)を 用い,人 力 と機械によっ

て掘削されているが,工 事費の節減 を行 うた

めには全 自動化によって工程 を短縮 し,大 き

なウェイ トを占める人件費の削減 を図ること

が必要である。このため,小 断面の全自動 ト

ンネル掘削機(ト ンネルボー リングマシン,

T.B.M)の 開発が行われている。

なお5～6m径 のT.B.Mは 海外では多数用

いられてお り,わ が国でも大規模 な水力発電

所の導水路工事のために輸入された例がある。

一般的に
,TB。Mに は次のような長所 と

短所がある。

〈長 所〉

① 掘進速度が早い

② 発破が不要のため周辺地山をいためない。

③ 作業貝が少な くてよく,か つ熟練工を多

く必要 としない。

④ 作業環境が良好で,か つ火薬 を使用 しな

いので安全性が著 しく向上する。

⑤ 掘削断面が円形のため静力学的にもっと

も安定している。

⑥ 余掘 りがないため覆工コンクリー トの節

約 という効果をもたらす。
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図9TBM作 動原理図

⑦ 発破による地山のし緩がないので支保工

を節約できる。

〈短 所〉

①T.B.M.の 購入価格が高い。

② 機械の運搬,組 立,解 体に要する費用が

大 きい。

③ 岩盤の変化に応ずるはん用性に欠ける。

(錯雑 した地質の場合,カ ッター交換等の

段取 り替えが困難)

④ 円形断面のため,鉄 道,道 路用の場合は

切拡げ,又 は埋戻 しを要 し不要断面が生ず

る。

⑤ 掘削径の変更はわずか しかできないので

断面の異なる トンネルへの転用は難 しい。

⑥ 破砕帯の掘進が難 しい。

⑦ 電気設備の総負荷容量が大きい。

T.B.M.採 用の意義は,高 速掘進性 と連

続掘進性にあり,地 質状態の変化のたびごと

に,改 造,段 取 り替 えでは機械の特長を殺 し

て しまう。従って機械の能力を十分に発揮 さ

せるためには,機 械掘削計画区間のすべてを

通 して段取 り替えを要するような大幅な地質

の変化がないことが必要である。

これに対 してT.B.M.掘 進に適さない地

質の条件 としては,次 の諸点があげられる。

① 著しく堅硬な岩石

② 硬軟の変化がはなはだしい岩石

③ 破砕帯や断層が多く存在する場合

④ 掘削後塑性流動などにより周辺地山が押

出 して くるような地層

⑤ 湧水が 多く,か つ切羽の安定がはか りに

くい場合

⑥ 底盤が泥ねい化す る場合

わが国で開発 しつつある小断面用(2.o～

2.6m径)の ものも,基 本的には回転するカッ

ターで岩盤 を削 り取 りなが ら前進するという

構造には変 りはないが,わ が国の場合,地 質

条件が悪いため,掘 削中に周囲の地盤が崩落

しT.B.M.の 前進 を阻む場合があるため,

この対策 としてカッター部の周囲は円筒形に

すっぽ り蔽 ってしまうシール ド構造が採用さ

れている。(図一10)

研究開発項目としては,小 型化による作業

スペースの減少に伴 う内部での部品交換や,

地盤の悪い箇所における前進反力のとり方な

どの問題点があげ られる。不良地盤での前進

反力の問題は,わ が国でT.B.M.を 実用化 し

ようとす る場合に必ず解決しなければならな

い問題である。不良地盤の箇所では壁面をグ

リッパーで押 して反力をとることが不可能で

あるため,T.B.M本 体部の位置まで分解し

た内張 りセグメン トを持込み,不 良地盤では

T.B.Mの す ぐ後方でこれをつぎたしながら

トンネルの内側に取付け,こ のセ グメン トを

8



一

テレスコピック部

前シールドー_一
カ

ッ

タ

ー

ヘ

ッ

ド

　

～
6

'

0

2

2

図10T.B.M.先 端 部(予 想 図)

後方に押 しなが ら前進反力をとってゆ くとい

う方法が考えられている。

現在,技 術開発 を行 っているのは小松製作

所 と川崎重工であり,後 者は掘削した土砂 を

水 と一緒にスラリー輸送することが特徴 とな

っている。(前者はベル トコンベア輸送)既 に

小松製作所は実機大の試作機(掘 削径2.6m)

を完成 させてお り,本 年中に早木戸発電所(電

源開発,出 力11,200kW)の 導水路区間で約1

kmの掘削テス トを実施する予定である。

以上のような新型水車 とT.B.M.が 中小水

力の開発に関連 した技術開発の大きな課題で

あるが,こ のほか水力発電所の建設費用のコ

ス トダウンを目的 としたもの として,FRP

などの新材料 を水圧管部に利用す る技術,ラ

バーダムの大型化技術などにも取組んでお り,

これら新技術の実用化によって中小水力開発

の促進の引き金 となることが期待 されている。

<参 考文献>

1)石 崎,堀 田,標 準小水力発電装置,明 電

時報,154号

2)宮 永,山 田,ト ンネル掘進機による施工,

電発調査資料,68号

(おおたき かつひこ 通産省資源エネルギ

ー庁原子力発電課(前)水 力課)
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自然エネルギー利用住宅 システム技術の開発

友 沢 孝

は じめに

現在わが国のエネルギー消費構成の中で,

住宅用エネルギーの占める割合は12%程 度で

あるが,1世 帯当 りの年間エネルギー消費量

はこの10年 間で約1.5倍 となっており,近 年

のエネルギー価格の高騰化,省 エネルギー技

術の普及にも拘 らず,年 々約4%に 近い伸び

率 をみせ ている。この増加傾向は生活水準の

向上,生 活態様の変化に伴 って今後 も続 くも

のと予想されている。経済社会全体の省エネ

ルギー化,石 油代替エネルギー化が求められ

ている中で,住 宅においてもより一層の省エ

ネルギー努力 と併せて,自 然エネルギー利用

技術の開発 ・導入が重要な課題 となっている。

住宅における自然エネルギー利用技術の中

で,ソ ーラーシステムを中心 とする給湯 ・冷

暖房技術は,一 部の効率アップ的な要素や耐

久性向上問題等 を除いて技術的には確立され

てお り,種 々の条件下においてそのシステム

評価,経 済性評価が可能な段階になっている。

これら設備装置や機械的動力を介 して自然エ

ネルギーを取得,利 用するアクティブな技術

に対して,住 宅の構造や躯体,各 部材,間 取

り等の中に,熱移動,蓄 熱や通風の自然な物理

的伝播過程 をうまく取 り入れて自然エネルギ

ーを利用 しようとするのが,い わゆるパ ッシ

ブ技術である。このパ ッシブ技術については,

国内外の技術情報,実 例等を通 じて基本的要

素技術やその特性が紹介されているが,そ の

評価については技術的な観点に限ってみても

多くの見解があり,現 状では試行錯誤の段階

にある。

通産省の 「新住宅開発プロジェク ト」の中

で取 り上げられている"自 然エネルギー利用

住宅システム技術の開発"は,こ うしたパッ

シブ型の技術開発に主点を置いたものであ り,

その目的 とするところは,

① 要素技術の開発 とその性能評価

② 評価プログラム作成のための各種デ

ータの取得

③ 新技術開発 とそのための基礎,応 用

デー タの収集

にある。

プロジェクトは昭和55年 度を初年度 として

5力 年計画で進め られているが,当 研究所で

は,通 産省住宅産業課の委託によ り昭和55年

度は自然エネルギー利用技術に関する基礎調

査(住 宅のエネルギー消費実態の調査分折,

気象要素の検討,既 存技術の現状調査 と整理,
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〔課 題〕

新 住 宅 開 発

プ ロ ジェ ク ト

〔技術開発項 目〕

地下室利用システム技術の開発

住宅躯体材料の耐久性向上技術の開発

可変住空間システム技術の開発

高令者 ・身体障害者ケアシステム技術
の開発

自然エネルギー利用住宅システム技術
の開発

図1新 住宅開発プロジェク トの体系

表1研 究項 目と委託先

研 究 項 目 委 託 先

総 合 研 究 ㈲エネルギー総合工学研究所

シ ミュ レー シ ョ ン ・プ ロ グ ラ ム の 開 発 松 下 技 研 ㈱

シ

太 陽 エ ネ ル ギ ー 利 用 住 宅

ス テ ム の 開 発
'

積 水 ハ ウ ス ㈱

大 和 ハ ウ ス ㈱

旭 硝 子 ㈱

日 本 板 硝 子 ㈱

セ ン ト ラ ル 硝 子 ㈱

東 レ ㈱

シ ャ ー プ ㈱

㈹ 日 本 サ ッ シ 協 会

日本ベ ネ ッシ ャンブ ライ ン ド工 業協 同組 合

空気循環式住宅システムの開発 東 芝 住 宅 産 業 ㈱

土壌熱利用住宅システムの開発 ナ シ ョ ナ ル 住 宅 建 材 ㈱

潜 熱 蓄 熱 建 材 の 開 発 積 水 化 学 工 業 ㈱

熱 移 送 部 材 の 開 発 昭 和 ア ル ミ ニ ウ ム ㈱

技術開発の方向性等),56年 度は総合研究と 先は表1に 示す とうりであるが,以 下 それ

して,こ の年より始 まった具体的な要素技術 らの研究項 目の中で どのような技術が開発 さ

開発の実験計画の審議検討,新 技術シー ズの れようとしているのか を紹介する。

調査,温 熱環境評価の現状等について調査研

究を行ってきた。1.シ ミュレー一ションプログラムの開発

56年 度のプロジェク ト研究項目とその委託
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各種のパ ッシブ型要素技術,シ ステム技術,

について,建 物,地 域毎に年間の多様な条件

下でその温熱性能を評価するプログラムの開

発が行われている。56年 度は代表的なパ ッシ

ブ手法について開発が行われた。

プログラムはパ ッシブ手法が建物の一部 と

して設置 された場合の性能評価 を対象 として

お り,技 術性能のみでな く建物の自然室温及

び空調負荷計算が可能である。以下その特徴

と機能 を示す。

(1)単 室のモデル建物(ボ ックスモデル)

の一部 として設置されたパッシブ利用要

素技術の温熱環境性能評価 を行なう。対

象とする要素技術は下記の項目である。

① ダイレクトゲイン:透 光性開 口部材

:選 択反射透過特性 を含む各種特性 を

有するガラス ・フィルム,ブ ライン ド

等による取得太陽エネルギー評価

② 蓄熱材:潜 熱蓄熱材,顕 熱蓄熱材に

よる日射蓄放熱の評価

③ 移動断熱:断 熱雨戸,断 熱シェー ド

など夜間保温手段の評価

④ 集熱器:空 気式集熱器による取得太

陽エネルギー評価

⑤ トロンブ壁:潜 熱蓄熱体,顕 熱蓄熱

体それぞれを有す るトロンブ壁の対流

及び伝導熱取得評価

⑥ 付設温室:太 陽エネルギー取得,対

流及び輻射放熱評価

(2)自 然室温及び間欠空調における室温変

動の計算が可能である。

(3)ス ケジュール変更が,月,日,時 間 ご

とに任意に変更可能である。(窓,ひ さ

し,空 調,換 気,照 明は,ス ケジュール

指定により使用時間の設定が可能であり,

機器のON-OFFあ るいは可動型のひさ

し等に対応できる。)

(4)非 定常の熱伝導計算は後退差分法によ

る。

(5)室 温及び空調負荷の計算には,壁 体の

熱伝導 とガラスの熱平衡 に関する式を含

んだ形で解 く方式 を採用 した。

(6)壁 体,ガ ラス各層の表面及び内部温度

を直接計算する方式を採用 した。

(7)室 内壁体の表面 を細分化 し,室 内透過

日射の日照分布 を詳細に計算する方式 を

採用 した。

(8)外 部気象条件は,① 外気温湿度②法線

面直達 日射量③水平面天空 日射量④雲量

⑤風向⑥風速を時間毎に入力する。

(9)計 算出力は,室 内温湿度,取 得熱量,

空調負荷を主たる項目とし,そ の他解折

上の必要に応 じて,壁 体,床,ガ ラス等

の表面温度,日 照面分布などを得ること

ができる。

次節に述べる 「太陽エネルギー利用住宅 シ

ステムの開発」で用いられた実験棟を参考 と

して トロンブ壁のテストランした結果例 を図

2に 示す。

なお,シ ミュレー ションプログラムは,こ

うした要素技術開発実験での実証評価,検 証

のステップをへて最終的に完成されるもので

ある。今後の開発方向 としては,

① 多数室モデルをとり入れた住宅全体のプ

ログラム開発

②要素技術の追加

③簡略モデルの開発

などのプログラム開発 とこれらを要素技術,

複合技術実験の事前評価解折に用いることに

より,自 然エネルギー利用住宅 システムのシ

12一
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図3実 験棟概観

ミュレー ションによる温熱環境性能評価手法

を確立す ることが課題 となっている。

2.太 陽エネルギー利用住宅システム技術

の開発

特 に 南 面 開 口部 の パ ッ シブ 技 術 につ い て,

新 し い部 材 の 開 発 とそ れ らの 性 能 評 価 を行 う

こ とが 目的 で あ る。56年 度 は 図3に 示 す よ う

な 実 験 棟 を7棟(内1棟 は レ フ ァ レ ン ス ボ ッ

クス)建 設(三 重 県 菰 野 町)し,各 種 開 口部

材,シ ス テ ム の 冬期 実 験 を行 っ た 。 実 験 棟 は

間 口,奥 行3.7m,天 井 高2.7mのBoxタ イ プ

で,空 調 設 備 が 備 え られ て お り,居 住 温 度 レ

ベ ル に お け る性 能 把 握,ヒ ー トゲ イ ン,ヒ ー

トロ ス の 定 量 的 把 握 が 行 え る 。

実 験 を行 っ た 部 材 とシ ス テ ム は,

(1)開 口部 材
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表2実 験 内 容

実 験1(蓄 熱実験) 実 験II(開 口部材実験) 実 験III(開 口部 材 実験)

実験棟
一

シス ァム 開 口 部 蓄熱部材
、 一

ンス ア ム 開 口 部 蓄熱部材 開 口 部 蓄熱部材

A ダイレ ク ト
ゲイン

普通板
ガラス 床:顕 熱

ダ イレク ト
ゲ イン 白 板 ガ ラ ス 床:顕 熱 白 板 ガ ラ ス ナ シ

B 〃 〃 床:潜 熱 〃 複 層 ガ ラ ス 〃 複 層 ガ ラ ス 〃

C 〃 〃 床壁:顕 熱 〃 選 択透過 ガラス 〃 選択透過ガラス 〃

D 〃 〃 床壁:潜 熱 〃 熱線反射型 フィ
ルム

〃 熱線 反射 型フ イ
ルム

〃

E トロンブ壁 〃 顕熱 〃 内付ブ ライン ド 〃 内付 ブライン ド 〃

F 〃 〃 潜熱 〃 選択透過型 フィ
ルム

〃 選択透 過型フ ィ
ルム

〃

R リフ ァ レ ン

スBox
〃 ナ シ 〃 普通板 ガラ ス ナ シ 普 通 板 ガ ラ ス 〃

実
モー ド1断 熱雨戸開 空調 有 モー ド1断 熱雨戸 開 空調有

(同 左)

験 モー ド2〃 開 〃 無麟) モー ド・ 〃 開 〃 無(自 然室温)

モ

1
モ ー ド3〃 閉 〃 有

ド モー ド4〃 閉 撫(自 然室温)
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(a)白板 硝 子

(b)選択 透 過 ガ ラ ス

(c)複層硝 子

(d)熱線 反 射 型 フ ィル ム

(e)選択 透 過 型 フ ィル ム

(f)内付 ブ ラ イ ン ド(白 黒)

(2)蓄 熱 材

(a)顕熱 材(コ ン ク リー トブ ロ ッ ク)

(b)潜熱 材(CaCl2・6H,O)

(3)シ ス テ ム

(a)ダ イ レ ク トゲ イ ン シ ス テ ム

(b)トロ ンブ 壁 シ ス テ ム

で あ る 。

こ れ らは,今 後 開 発 さ れ る 南 面 開 口部 を対

象 と した パ ッシ ブ 技 術 の 中 で,基 本 的 な構 成

要 素 とな る もの で あ り,そ の 特 性 の 定 量 的 把

握 が 強 く望 ま れ て い る。 各棟 間 の 較 正 実 験 の

後,表2に 示 す よ う な実 験 が 行 われ た 。 図4

は実 験1(蓄 熱 実 験)の モ ー ド2の 結 果 例 で

あ る 。R棟 に 比 して 他 の棟 で は そ れ ぞ れ の 蓄

熱 シ ステ ム 効 果 が 明 瞭 に 表 わ れ て い る 。

全 て の 計 測 結 果 の 解 折,評 価 につ い て は57

年 度 に 行 わ れ る夏 期 実 験 と と も に行 わ れ る予

定 で あ る。

3.空 気循環式住宅システムの開発

住宅内において空気循環を適切かつ有効に

行 うために,循 環径路を構成する各要素の役

割などについて研究を行っている。56年 度は

以下の内容が実験 された。

① 南面開口部で得られた太陽エネルギー

の熱を空気を熱媒体 として,自 然対流の

空気循環によりダクト等の径路を利用し

て建家北側へ搬送する。この手法により

北側各室の室温気候調整にどの程度効果

が期待できるかを,実 規模 モデルの試験

体 を用いて外界気象条件下の実測による

比較法により把握する。

② 夏季の 自然通風利用住宅 としてクロス

フローによらない通風方式の うち,吹 き

抜け,天 窓の通風効果 を模型スケール等

の試験体 を用いた風洞実験にて把握する。

前者では同一規模,同 一開口面積,同 一断

熱仕様を持つ試験体を2つ 製作 し,循 環径路

を設けたAタ イプ と設けないBタ イプで実験

を行 っている。図5にAタ イプの断面図を示

す。空気循環径路を開放 し北面放熱ダク トに

自然対流によ り熱搬送 を行わせた場合の実測

結果を図6に 示す。

断熱材

(グラスウール⑦

天井ダクト

ノ8 1

大 一 一

轡〉
射kこ
ガラ

u
サンルーム

南 室 北 室

放紳 断熱材
(スタイロフ

9

6一 1… 四
(

南

型 髄＼ ロ
サン既ム

南 室 4繍
北面放熱

享

『'==
噛、 噛f

＼＼＼N ＼＼1＼＼

床下ダクト

(スタイロフォーム㊦100)

窮

断熱材

(スタイロフォーム'ZIOO)

図5「Aタ イ プ 」 断 面 図

後者は1/40縮 尺模型で,屋 根勾配 を20Qと

40。の ものを製作 し,南風の場合の風圧係数分

布,外 部風速に対する室内風速の比を実験 し

ている。風圧係数分布の結果例 を図7に 示す,

40Q勾 配屋根において吹き抜け,天 窓の設置効

果が有効である。こうした風圧,風 速分布状

態 よりある程度の風の流れが推測でき,平 面

プラン作成時の開口部位置選定にあたって有

益なデータが得 られることになる。
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①40。 勾配A-A断 面 図

① タイ プ

②20。 勾配A-A断 面 図

② タイプ

図7風 圧係数の分布

4.土 壊熱利用住宅システムの開発

土壊熱の直接利用の中で,① クールチュー

ブ方式,② サーマルウェル方式について,主

に夏の クー リング法 としての可能性 を検討 し

ている。実験 目的は,① 土壊のもっ空気を冷

← ミ/{、

倉 『

⑦ クールチューブ方式 ◎ サーマルウェル方式

図8ク ー ル チ ュ ー ブ 方 式 とサ ー マ ル ウ ェル 方 式
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やす能力又は温める能力を把握す る。②規模

の大小,材 質の違い等の要 因が取得熱量に及

ぼす影響度合 を把握す ることである。装置の

仕様 を表3に 示す。56年 度は冬の実験であっ

たが,夏 は冬の裏返しと考えられ,冬 の実験結

果から夏期の効果を推定することが可能である。

自然の外気を吸込み,地 中で空気 を暖めて吹

き出す方法で実験 を行なっている。なお,風

量は全て350m3/hで ある。

表4に 取得熱量を,図9に 入口温度 と取得

熱量の関係を示す。これらの結果 より概略次

のようなことが言える。

表3実 験 装 置 仕 様 の 一 覧

装置及びNα ク ー ル チ ュ ー ブ サ ーマ ル ウ ェル

項 目 Nα1 Nα2 Nα3 Nα4 Nα5 No.6 NQ7

外 管 径(mm) 200φ 150φ 200φ 200φ 200φ 350φ 200φ

内 管 径(mm)
一 一 一 一 一 250¢ 125φ

実 外 管 材 質 塩 ビ 塩 ビ 塩 ビ 塩 ビ 石 綿セ メ
ン ト

石 綿 セ メ
ン ト

石 綿セ メ
ン ト

験 内 管 材 質 一 一 一 一 一 塩 ビ 塩 ビ

装 冷 却 長 さ(m) 20 10 10 10 20 5 5

置 冷 却 面 積(m2) 15.1 6.6 8.8 7.5 15.1 5.5 3.1

仕
埋 設 深 さ(m)

「

2 2 2 1 2 5 5

外管 通 風面積(m2) 0.0314 0.0177 0.0314 0.0314 0.0314 0.0402 0.0171

様
内管 通 風面積(mZ) 一 一 一 一 一 0.0490 O.0123

送 風 機
FY-23

CG
FY-23

CG
FY-23

CG
FY-23

CG
FY-23

CG
FW-16

CGL
FY-23

CG

表4取 得 熱 量 一 覧

嚢警

測 定 条 件

風 量350m一

定時の伝熱面の

風速(m/s)

8日 間(1日10

時 間運 転)の 総

取 得 熱量

(kcal/80h)

1日 の平均 総 取

得 熱量

(kca1/10h)

時聞当 りの平均

取得熱量

(平均(kca1

温度差)/h)

単位冷却面積 当

りの平均取得熱

量

(kcal/m2h)

冷却面積

(m3)

Nα1 3.1 41,860 5,232 (5.0℃)520 35 15.1

2 5.5 26,540 3,318 (3.1)330 50 6.6

3 3.1 26,568 3,321 (3.1)330 38 8.8

4 3.1 16,547 2,068 (2.0)210 28 7.5

5 3.1 41,494 5,187 (5.0)520 34 15.1

6 2.4 19,828 2,479 (2.4)250 45 5.5

7 5.7 16,465 2,058 (2.0)210 66 3.1
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① 単位冷却面積当 りの取得熱量は,ク ー

ルチューブよりサーマルウェルの方が大

きい傾向にある。

② 総取得熱量は,装 置規模 による。

③ クールチューブについて長 さ2倍 にお

いて,取 得熱量は約1.6倍 である。

④ クールチューブについて地中埋没深さ

を1mか ら2mに すれば取得熱量は約1

.6倍である。

⑤ 管材質は塩ビ程度の熱伝導率でも薄け

れば使用できる。

今後の課題としては,夏 期性能の把握,長

期運転時,間 欠運転時の能力特性,土 壊の熱

的性能の基礎デー タ収集,ま た施工の簡易化,

最適システムの検討,臭 気など衛生上の問題

等実用化の研究が残っている。

5.潜 熱蓄熱建材の開発

潜熱型蓄熱材は蓄熱密度が大 きい,コ ンパ

クトな蓄熱材 としてその実用化が期待されて

いるが,材 料の耐久性等の信頼性の問題,建

築部材 としての材料適性など解決 されるべ き

多くの技術課題を抱えている。本研究は蓄熱

材 をマ トリックス中に分散固定させ る技術 を

用いて,蓄 熱建材を開発 しようとす るもので

ある。56年 度は①マ トリックス固定の基礎技

術確立,② 蓄熱面材の試作 とその特性把握を

中心に研究が行われた。

水和塩型潜熱蓄熱材の利用にあたっては,

液相状態における流動,漏 洩に対 し容器封入

等の対策をとる必要がある。更にこれを建材

に適用する場合,サ イズフ リーな加工性が望

ましく,ミ クロな容器(マ トリックス)中 に

蓄熱材 を分散固定化させる技術が有用 となる。

蓄熱材分散粒子

ホリエステル樹 脂

図10蓄 熱材の分散(独立型)構造のモデル

この固定化の方法は水和塩型蓄熱材が有する

相分離し易いとい う欠点 を解消でき,凝 固(

放熱)特 に必要な結晶化剤 を均一に分散 させ

250APt
H

図11Na2SO,・10H20増 粘 系 固定 物 の 分散 構 造

(組 成Na2SO・ ・10H2065wt%,ポ リエ ステル35wt%)
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ることができる。固定化に用いるマ トリック

ス材料 としてはポリエステル樹脂,セ メント

をとりあげたが,図11に 樹脂系の場合の分散

固定状況 を示す。表5は 樹脂固定された厚 さ

10mmの 蓄熱材の両面にアル ミ箔の防湿層 を設

け,マ グネシアセメントの面材でサン ドイッ

チ構造 とした試作体の熱特性値である。

表5試 作蓄熱体の熱特性

複 合 蓄 熱 体 蓄熱温
度(℃)

放熱温
度(℃)

潜 熱 量

(kcal/mZ)

CaC12・6H20系

(蓄 熱 材 含量65wt%)
29.7 28～29 345±10

Na2SO4・10H20系

(蓄 熱 材 含量65wt%)
32.0 29～30 330±10

今後の研究課題 としては,① 樹脂系固定型

蓄熱材に関す る耐久性の確認,② 蓄熱材の配

合 と面材,防 湿材 との複合化プロセスの確立,

③マクロカプセル型蓄熱建材のカプセル材料

の選定 と加工法などが上げられている。

6.熱 移送部材の開発

太陽熱,大 気冷熱など自然エネルギーを利

用するのに,エ ネルギーを受ける場所から利

用する場所 まで移送する手段が必要になる。

このようなエネルギーは一般に低密度なので,

移送に際 しては熱抵抗が非常に小さいことが

要求される。本研究では 「熱の超伝導体」 と

呼ばれ るヒー トパイプ利用技術について,①

住宅用長尺ヒー トパイプの性能把握,② 太陽

熱利用吸放熱部材の研究,③ 地中蓄冷の研究

が行われている。

長尺 ヒー トパイプの性能実験では,長 さ4

m(試 料A)と7m(同B)の ものについて,

熱抵抗値,熱 輸送能力の把握 と傾斜角度(θ)

がそれらに与える影響等が研究された。実測

例 を図12,13に 示す。これらの結果より,①

全般に熱抵抗は低 く,100Wの 熱輸送量につ

いて トー タルの温度差は1～2℃ である,②

熱抵抗のθによる変化は少ないが,断 熱部が

(≧
＼
9
)匡

0.02

0.Ol

0306090

θ(。)

図12熱 抵 抗 の θ に よ る 変 化(1)

(≧
＼
ρ
)に

0.02

0.Ol

0 30 60 90

θ(・)

図13熱 抵 抗 の θ に よ る 変 化(2)
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長い試料Bで はθが大きくなると冷却部の抵

抗が大 きくなる。等が得 られている。今後は

非直管 タイプ,バ ルブ付,ト ップヒー ト型,

マニホール ド型などの新型 ヒー トパイプ開発

が残されている。

太陽熱利用吸放熱部材の開発は,日 射の当

る吸熱部の熱 をヒー トパ イプにより放熱部へ

移送させ ようとするものである。南面壁の吸

熱部 を想定 したL型 吸放熱パネルの実験例を

表6に 示す。

表6L型 吸放熱パネル

項 目

月 日

集熱板

温 度

(℃)

床パ ネ

ル温 温

(℃)

放 熱 量

(kcal/m2

・Hr)

室 温

(℃)

天 候

2月16日 30.9 20.6 55 11.9 晴 れ

2月18日 29.6 20.0 59 11.0 晴 れ

2月25日 23.7 17.7 33 11.6 晴時々雲

地中蓄冷研究はヒー トパイプを地中に埋設

し,冬 期の冷気 を利用 して土壌 を冷却 してお

き,冷 房期に地中熱交換器でより大 きな冷熱

量を取 り出そうとするものである。実験結果

例を図14に 示す。長期蓄熱 をするために必要

な冷却範囲の大 きさ,地 中部熱交換性能の向

上等の検討課題が残っている。

おわ りに

以上,新 住宅開発プロジェク ト 「自然エネ

ルギー利用住宅 システム技術の開発」におい

て,昭 和56年 度に行われた要素技術開発につ

いて紹介したが,57年 度には 「住宅における

人間熱環境系の評価に関す る研究」,「住宅用

0.5地 表
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「

図141/9と2/12の 地 中 温 度 差

太陽熱利用除湿 システムの研究」,「 自然エ

ネルギー利用住宅 システムの最適化に関する

研究」の3テ ーマが新たに付け加わる予定で

ある。

プロジェクトは3年 目に入 り,い よいよ本

格的な技術開発段階をむかえてまさに正念場

にさしかかっている。

実際の住宅 においてはこうした要素技術を

日本の多様な気象条件,立 地条件に応じて適

宜組み合せ,総 合化す ることによって自然エ

ネルギー利用技術が確立されたものになるが,

パ ッシブ型技術は住宅の部材,構 造,間 取 り

等に密接に関係 してお り,生 活様式にも直結

した技術であるので,そ の評価については巾

広い角度からの検討が必要である。当研究所

もこれ まで評価研究の一部を担当してきたわ

けであるが,今 後とも関係各位の御協力をお

願い申し上げる次第である。(と もざわ た

か し 主任研究員)
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エ ネル ギーセ キュ リテ ィ確保 か ら

見 た 日本 におけ る石 油 を中心 とし

たエ ネルギー産 業 の対応

岩 井 龍 太 郎
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1.は じめ に

第1次 エネルギーに関 しては無資源国に等

しい日本にとって,エ ネルギーセキュ リティ

の確保は我が国の存亡に係わる重要な問題で

ある。この問題は過去において もすでに各所

で論 じられて来たが,こ こ4～5年 間に起っ

た石油を中心 とするエネルギー供給構造の変

革が,こ れをより現実的緊急検討テーマ とし

て浮き上がらせて来た。

特に,石 油資源は有限であるとの認識がエ

ネルギー消費諸国に浸透 し,こ れがOPEC

を中心 とす る産油国の値上げ政策 を招 き,エ

ネルギー消費国における代替エネルギー導入

を急激に押 し進める結果 となった。しか し,

昨年来アメリカおよび西ヨーロッパを中心 と

する世界的な不況によるエネルギー需要絶対

量の減少と代替エネルギー導入政策の影響は,

一時的にせ よ石油過剰の現象を起こし,エ ネ

ルギーの流れが従来予測されていた方向とは

多少違った方向に進んでいる感 じがしないで

もない。 日本においても本年に入って石油製

品の市場 と代替エネルギーの市場の従来の位

置付けが乱れ始めてお り,新 らしい境界を設

定する必要が出て来ている。

このような状況の中で 日本では現在どちら

か と言えば,平 行 して進められている石油資

源の有効利用,す なわち,高 付加価置化 と超

重質油,天 然ガス,バ イオマス,石 炭,原 子

力等の代替エネルギーの導入および開発をど

のように組合せて行 くかを改めてこの時点で

見直すことは,将 来の日本のエネルギーセキ

ュリティ確保の視点から是非必要 と考えられ

る。本稿では現在の世界のエネルギー資源開

発の状況から見て,日 本が どのような対応 を

今後取るべ きかについて技術的な面を中心に

考察 してみたい。

2.石 油 エ ネ ル ギ ー か ら その 代 替 エ ネ ル ギ ー

へ の ス ム ー ズ な 移 行

特に化石エネルギーに関 しては無資源国で

あり,エ ネルギー 多消費型の産業を多くかか

える日本は,海 外諸国のエネルギー需給動向

による影響を受け易いので,そ り対応策は自

在性があ りかつ柔軟1生のあるものが必要であ

る。このためにエネルギーの需給関係につY・

て日本独自のビジョン,出 来れば政策を確立
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してお くべきである。これには先づ我々の世

代だけでな く次世代 まで続 く超長期 に渡る日

本におけるエネルギー需要構造の変化 と,こ

れに対 し将来 日本が各種エネルギー資源保有

国か らどの種のエネルギーの輸入が可能か,

及びその可能量 を現時点べ一スで出来 るだけ

正確に把握することである。

この予測をもとに将来石油資源の供給量が

徐々に減少方向に向い始めた場合,天 然ガス

か石炭か原子力かあるいはその他の新エネル

ギーで補充するのか,更 にそれらが どのよう

な形状(ガ ス状,液 体,固 体ない しは軽質か

重質か)で 日本に供給されるのかを予測し,

その川頁位付け を行 うことが特に重要である。

つまりこの順位付けに従って供給側および需

要側 とも混乱な く代替エネルギー移行がスム

ースに行える受け入れ体制 を作る必要がある
。

ということである。

一時期 日本においても第1次 および第2次

の石油ショックを通 じての経験か ら,石 炭液

化油,サ ン ドオイル,バ イオマス,そ の他新

燃料油等へのエネルギー移行が大 きな話題 と

なった。これを契機に各グループが一斉にそ

の新規開発に取 り組みを開始し,現 在 もかな

りの人貝が投入されている。これ らの動 きは

多分にアメリカおよびヨーロッパ諸国のエネ

ルギー政策の影響を受けた感もあるが,こ う

いった状況の中でLNG開 発 と日本へのその

輸入量増加,及 びエネルギー多消費型の鉄鋼,

セメン トおよび一部電力産業での石炭直接燃

焼による石油代替の急激な推移は,産 油国に

対 しては石油販売不振 とい う直接的な形で現

われた。このように急速にエネルギー消費国

が結束 してこれに対応したこと,す なわち出

来たことは,将 来産油国に とって石油販売政

策 を立てて行 く上で心理的に大 きな圧迫 とな

ることは間違いない。これは将来 日本が産油

国を中心 としたエネルギー資源保有国に対 し,

バーゲニングパワーを強め,エ ネルギーセキ

ュ リテ ィ確保の切 り札の1つ を持ったことを

意味する。

このように石油にたよることな く代替エネ

ルギーへの移行がスムースに出来る技術的体

制 を出来るだけ早い時期に確立 してお くこと

は,日 本にとって絶対に必要なことである。

しか し,や み くもに全ての分野の代替エネル

ギーおよび新エネルギーの開発 を平行 して進

めることは,開 発効率 を低め 日本全体のエネ

ルギー政策に混乱を起 し,長 期的な見通 しを

困難なものにすることになる。

従って,エ ネルギーセキュリティの確保 と

い う観点から,前 にも述べたように次のよう

な手順で日本でのエネルギーの流れを見てみ

る必要があると思われる。先づ超長期に渡 る

エネルギー全体の需要量予測 を行 い,次 いで

これに合せてどのような形のエネルギーおよ

び製品が必要かの予測を行 う。すなわちガス,

液体お よび固体製品の消費割合の経時的変化

と,液 体製品については具体的に石油化学用

原料,民 生用暖房油,産 業用軽質および重質

燃料油,輸 送用燃料油,船 舶用燃料油等の需

要構成が どのように変化 して行 くかを予測す

る。この結果か ら石油主体のエネルギー需給

構造が工程的にどの時点でどのようなタイプ

の代替エネルギーの導入を要求するかを予測

することになる。このエネルギー需給工程表

か ら逆に代替エネルギー技術開発工程表 を作

ることが可能 とな り,ど の代替エネルギー技

術開発を優先させ るべ きかの順位付けを行 う

ことになる。
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以上の3つ の検討項 目に更に付け加 える必

要がある検討課題は,エ ネルギー供給側の事

情により消費側の製品需要構造が対応出来な

くなった場合の対策である。この場合に備え

るためにはガス,固 体および液体エネルギー

間の相互転換技術の開発を組込むことである。

液体エネルギー資源を量的に見ると,石 油

の寿命は,従 来の30年 から最近の需要低下に

より,相 当延びてお り,一 方,カ ナダおよび

ベ ネズエラを中心に埋蔵されている超重質油

の可採埋蔵量は6,000億 バー レル と石油に匹

敵 し,ま たアメリカ,オ ース トラリアを中心

に埋蔵 されているシェールオイルは1,900億

バーレル と石油のほぼ1/3に 相当する。採油,

輸送,製 造お よび最終使用効率を含めた総合

的なエネルギー効率か ら見れば,石 油 を主 と

した液体エネルギーがかな り長期に渡 って全

エネルギーの中では中心的な位置を占め,そ

の確保がエネルギーセキュ リティの面から重

要 となる。

以上この項で述べたことを総括 してみると,

当分の間は液体エネルギーである石油が主体

となって製品構成が決定 され,天 然ガス,石

炭,原 子力,そ の他ローカルエネルギーはあ

くまで も補充的な役割 りをはたす ことになる。

そして石油資源が量的な制約を受け始めた時,

徐々に液体代替エネルギーへの移行 をはかる

ことになる。この石油からの代替移行 をスム

ースに行 うには,先 づ量的な把握 とどのよう

な製品への代替が可能かを見ることになるが,

総合的なエネルギー効率,経 済性,最 終製品

製造の容易性および自在性を考えた場合には,

石油 と性状的にその延長線上にある超重質油

油,シ ェールオイル,サ ン ドオイル等への移

行が中心 となる。

原則的には,当 分液体エネルギーの確保は

可能であ り,こ れを出来るだけ引き延 して使

用 し,急 激ではな く徐々にエネルギー転換を

はかるべきである。このためには重質油を含

め液体代替エネルギー資源が世界的にどの国

でどれだけ埋蔵 されているか,ま た開発状況

とその工程 を確認し,こ の中から参加可能プ

ロジェク トおよび 日本への導入可能量の調査

を行 うことである。これらの全情報は1カ 所

でまとめて解折 し,個 々のエネルギー別では

な く,全 体 として 日本へのエネルギー導入工

程の作成を最優先させるべ きである。これに

より大筋の中心的エネルギーの流れは決め ら

れるが,当 然その時点,時 点でエネルギー資

源保有国の動 きを見ながら見直 し修正 を行 う

ことになる。

3.情 報の収集と解折

日本での長期的なエネルギーセキュリティ

の確保 をはかる上では2つ の対応が必要であ

る。その一つはエネルギー資源供給側の経済

力,政 治力,技 術力等を総合 した動向に対す

る対応の仕方であり,他 の一つは技術力 を主

とした受け入れ側での対応である。そこで特

に重要 と思われるのは,こ れ らの対応の総合

判断 をす るための情報の収集 と解折である。

現在,日 本でも通産省を中心にジェ トロ,

日本エネルギー経済研究所,エ ネルギー総合

工学研究所,そ の他各種経済研究所や,ま た

民間会社でも石油,石 油化学,商 社等は強力

な情報収集網を持ってお り,世 界的に見ても

その能力は相当優れた ものである。 しか し,

その情報解折の目的は各機関によって分野別

および地域別に分れ,特 に民間会社では自社
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の営業政策決定の材料提供を主体 としており,

各機関および会社の横のつなが りはほ とんど

ない。将来の効率的なエネルギーの導入およ

びエネルギー資源保有国に対 して安定 した立

場を取 るためには,よ り早い時期の確実な関

連情報の収集 とその解折を行 う必要があり,

これ らの各機関および各会社からの情報 を全

て1カ 所に集めて解折する機関あるいは組織

の設立 を考える時期に来ているのではないか

と考えられる。

アメリカおよび西ヨーロッパを中心 とした

先進工業国ではすでにこの種の機関を政府組

織内に持 っており,こ こでの政策路線に沿っ

て各分野のエネルギー産業がそれぞれ動いて

いるように見える。これ らの国々は特に資源

開発国に対 してはメジャー を始め とする自国

のエネルギー産業 を通 じて,石 油のみならず

天然ガス,石 炭,サ ン ドオイル,ウ ラン等ほ

ぼ全てのエネルギー開発に主導権取った形の

援助で,そ の基本計画段階か ら参画 してお り,

これにより自国のエネルギーセキュリティ確

保をはかっている。また西 ヨーロッパ諸国は

旧宗主国の立場 を利用 して,こ れらの国での

エネルギー資源開発への参加 と迅速な情報収

集 を行っている。一方,個 人べ一スでも中東,

中南米,ア フリカ等の国々のエネル ギー政策

に関与しているのと,そ の中枢機構に入って

エネルギー資源供給側で仕事 を行っているこ

とが情報収集の有力なルー トとなっているこ

とは確実である。

いずれに しても日本にとっては先つ どの種

のエネルギーが どの国に埋蔵 されているか,

それが現在 どの程度開発されているか,将 来

どのような開発計画になっているか を調査 し,

その中で 日本にとって必要なエネルギーの種

類 と導入の可能性の解折を行 うことである。

特に今後重要 と思われるのはエネルギー資

源保有国に とって過去の石油開発以上にその

開発プロジェクトには莫大な資金 と技術力が

要求 され,消 費国からの資金および技術両面

での援助は不可避な ものとなろう。 この点で

日本は有利な立場にあるが,た だ手当 り次第

に参加 して行 くのではなく,ど のプロジェク

トにいつの時点で参加すべ きかを総合的に判

断 して行 くのがエネルギー導入問題対応の基

本 となる。

一方,日 本は当然エネルギー的には無資源

国であるという前提 で物を考える必要はある

が,逆 に大多数のエネルギー資源保有国に と

ってもいかに安定 して 自国で保有する資源を

長期に渡って販売出来るかが大きな問題であ

る。例 えば現時点でもすでに液体エネルギー

資源保有国であるメキシコ,ベ ネズエ ラ等の

国では油の性状が超重質で不純物を多量に含

有す ることか ら,石 油価格の変動 と消費国で

の需要動向の変化により影響 を受け易 く,そ

の販売は不安定なものとなっている。これらの

国々では長期に渡 って確実に安定 して超重質

油 を購入 して くれる消費国を見つけ出す こと

がその国の経済 を安定化す る上での重要な政

策の一つで,こ の意味で日本に対するこれら

の国々か らの販売圧力は更に強いものとなろ

う。

これに対 し日本がこの圧力にどのように対

応 して行 くか を考えて行 くと同時に,逆 にエ

ネルギー資源保有国が 日本 をどのように理解

し,対 応 していこうとしているかを知る努力

が必要 となる。このように 日本独 自の情報の

収集と解折 を行 う一方,こ のような対応策 を

基本 としてIEA(国 際エネルギー機構)を
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始め とする国際機関に積極的に参加 し,影 響

力を強めることは,将 来の 日本の立場を安定

なものにす るのに重要である。

4.ア メ リカ に お け るエ ネ ル ギ ー対 策

エネルギー資源保有国の政策 と同時に将来

アメリカのエネルギー政策が どのようになっ

て行 くかは,他 のエネルギー消費国に とって

大 きな問題である。4～5年 前 よりアメリカ

は石炭液化,シ ェールオイルお よびバイオマ

スを中心 とした代替エネルギーの開発に,政

府が主体 とな り国を上げて異常 と思える程の

資金 と人員を投入し,そ の早期開発を目指 し

ていた。これはその裏に産油国特にアラブ諸

国とのエネルギー供給関係に対す る一つの読

みがあったと思われる。,

しか し,昨 年来この代替エネルギー開発工

程は大幅にスピー ドダウンしてお り,こ の中

で石炭液化プロジェクトの柱であったSRC

-II ,EDS計 画が中断,シ ェールオイル開

発計画 もそのい くつかが中止 とな りつつある。

但 し,こ れらのプロジェク トの全てが中断さ

れた訳ではな く,そ のい くつかは確実に開発

を進めている。このような変化は石油か ら代

替エネルギーへの量的移行を目的とすること

から技術確立に目標が変 り,将 来に備えたア

メリカのエネルギーセキュ リティ確保が主体

となっていることを意味している。

最近のアメリカにおける動きを見てみると,

これら代替エネルギー技術の開発に投入され

ていた大部分のエンジニアーは,再 び従来の,

主に石油精製関係,特 に重質油処理技術の開

発にもどってお り,今 後は重質油処理関係の

技術開発が急速に進むのではないか と予想さ

れ る。これは石油か ら超重質油へ と移行す る

本来のエネルギー政策の基本線に戻ったこと

を意味する。これらの一連の動 きは全 くアメ

リカ自身の都合によるもので,今 後共中東で

はサ ウジアラビア との関係 をより親密に保持

す ることと,長 期的には距離的に近いメキ・シ

コ,カ ナダ,ベ ネズエ ラ等の近隣諸国のエネ

ルギー資源に照準を合せ ることになろう。

受け入れ側 としてのアメリカではメキシコ

湾沿岸の主力製油所を中心に,重 質原油か ら

超重質油まで処理が可能なよう重質油処理設

備 を追加 してお り,よ り液体製品得率 を上げ

ようとする水素化分解および接触分解系のプ

ロセスが導入されているのが大 きな特徴であ

る。日本 と比較 した場合,製 品需要構造に大

きな違 いがあり,単 純に判断することは出来

ないが,石 油一重質原油一超重質油一新燃料

油,こ れを補充する石炭ガス化一メタノール

化 とい う流れは注 目す る必要がある。

5.エ ネ ル ギ ー 受 け入 れ 体 制

前各項において 日本がいかに長期に渡って

安定 してエネルギー資源 を確保 して行 くかに

ついて述べたが,こ れに対 し日本での受け入

れ体制についても種々検討すべ き課題がある。

この中では各種エネルギーの受け入れ設備面

での対応が重要課題で,こ れらに余裕 と自在

性 を持たせ ることが必要である。

現在,石 油の需給バランスは崩れてお り,

原油種選択がある程度可能 となっているが,

中長期的には重質原油への移行が進み資源量

的にも制約が出て くることは必至なので,こ

れに対す る受け入れ側 としてのバーゲニング

パワー を高める必要がある。その対策の第一
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は既存製油所 をべ一スに重質油処理設備 を導

入し,ど のようなタイプの原油でも処理出来

るように対処することで,こ れにより原油供

給先の多様化を図ることも可能 となる。

対策の第二は製油所の設備転換はエネルギ

ー構造変革 を追っかけて実施す るのではな く,

エネルギーの流れ を読んで先手 を打つことで

ある。具体的には重質原油か ら超重質油,サ

ン ドオイル,シ ェールオイル等への移行 も考

慮しての長期的視点での対応 となる。従 って,

製油所 も従来のオイル リファイナ リーから代

替エネルギー精製 を含めたエネルギー リファ

イナ リーへの転換が要求される。液体製品の

確保 を中心に考 えれば,流 通,設 備,技 術面

等か ら既存の製油所を基にして転換 をはかる

ことが代替エネルギーへのスムー ズな移行を

可能 とする対応であり,石 抽 産業は従来の枠

を越えてガス,固 体および液体エネルギー を

組合せて取 り扱うことになる。

このように石油産業は将来 とも日本でのエ

ネルギー供給の基幹産業であることから,そ

の体質強化が今後問題 となる。現在エネルギ

ー産業の中で石油産業が最 も外的な影響を受

け易い体質にあり,ま た独 自のエネルギー政

策を取 り難い立場にある。これに対 し対外的

に強力なバーゲニングパワー を持 ち,同 時に

大規模な資源保有国でのエネルギー開発プロ

ジ・エクトに積極的に参加出来るような体質へ

の強化が,エ ネルギーセキュ リテ ィ確保の面

か ら緊急に必要であることは明らかである。

短期的には中東産油国で計画されている輸

出用製油所の稼動により,将 来は一部製品輸

入を行 うことも予想されるが,多 量の製品輸

入は 日本での製品需要構造に対 し自在性をな

くす結果 となるため,常 時かなりの量は 日本

の製油所で処理する体制 を取ってお くべきで

ある。

6.エ ネ ル ギ ー産 業 の 効 率 化

石油資源の減少に伴いこれを補充するため

に徐々に代替エネルギーへ と転換 して行 くこ

とになるが,こ れ らの資源か ら良質な液体製

品を得るには多量の二次処理エネルギーが消

費される。このため精製エネルギーの効率的

な使用は益々重要 となる。

現在,日 本のエネルギー産業は電力,ガ ス,

石油精製,石 油化学,鉄 鋼等の各産業がお互

いにその境界を明確に分けている。この点将

来エネルギー効率 を上げるためには,各 エネ

ルギー産業で固体,液 体およびガスエネルギ

ーを有効に組合せて使用す る必要があること

か ら,そ の最適化 をはかるため各産業の境界

を取 り払い一つの機構 と考え,エ ネルギーの

精製および消費に関 して互換性 を持つ ことが

良い。

特に代替エネルギー を取 り入れた石油精製

か らエネルギー リファイナ リーへの転換を進

め る上で,石 油精製 と石油化学の設備 をうま

く組み合せることによる効率的な軽質石油製

品と石油化学製品の製造が急務である。また

同様に全 日本的にみての製品流通面での効率

化を図るため,現 在の横割 り型エネルギー供

給機構か ら地域別に一つのエネルギー供給体

を作る縦割 り型機構の検討 も必要である。

7.技 術開発の方向 ●

日本に とって将来エネルギーセキュリティ

を確保する上で最 も強力な対応は,総 合的な
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技術力を持つ ことである。これらの技術力 と

は新 しいプロセスの開発,開 発技術の適応お

よび実用化,運 転技術等で,内 容的に益々幅

広いものが要求 される。

日本の立場から見たエネルギー資源に対す

る危機観か ら,全 てのエネルギー資源および

処理精製技術開発を平行 して進め るのではな

く,各 エネルギーの将来動向を予測し,そ の

時点,時 点でその重要性 を見極め,開 発の優

先性 を決め,そ の効率化をはかるべ きである。

特に開発をスムーズに進めるためには,各 エネ

ルギー間の共通基礎技術を見つけ,こ れを主

体に開発 し,各 エネルギーの特性からその時

点での製品要求に応 じて新 しい応用技術を付

け加 えることが要点となる。例えば,現 在の

重質油処理技術は将来の超重質油,サ ン ドオ

イル,シ ェールオイル,石 炭液化油等の代替

エネルギーの処理にも十分適用出来るもので

あ り,こ れを基に新 しい分解技術 を加えて行

けば対処が可能 と考えられる。

この意味においても,現 在,新 エネルギー開

発機構 各種技術研究組合等が設立され,石 油

精製,石 油化学,電 力,鉄 鋼,エ ンジニアリン

グ等の業界が一体 となり,新 技術の開発を行う

のは過去に経験のないことだが,こ うして日本

独 自のエネルギー技術を持つことは,エ ネルギ

ーセキュリティの確保に欠かせない対応である。

しかし,問 題 となるのは,石 油精製で言えば,

すでに重質油処理対応が完了しようとしている

アメリカおよび西ヨーロッパ諸国に比べ,ま だ

技術開発力の差が大きいことである。一気にこ

れらの技術をアメリカおよび西 ヨーロッノ儲 国

のレベルに到達させ,か つ追い越すことは難し

く,中 間的には海外で開発段階にある新 しい技

術をうまく利用するのが得策と考えられる。す

なわちアイディア段階にあるプロセスの実証化

を日本で行うとか,あ るいは現地での実証設備

建設に参加して行 くことは将来の 日本での技術

開発に大きな力となるものと考えられる。この

ためには海外の技術の導入し易い環境 を作るこ

とも重要である。このように一連の技術開発を

切れ目な く行 うことも必要である。

一方,新 たにエネルギー資源の開発を進め

ている資源保有国に とっては従来の石油開発

のような方式ではなく,資 源消費国に対 して

資金援助 と同時に自国内の工業力育成のため

技術援助 も求める傾向にある。これに対応 し

て行 くには日本国内で先づオイル リファイナ

リーからエネルギー リファイナ リーへの転換

と,エ ネルギー産業の効率化を達成してお く

ことが重要 となろう。 これには日本が独 自の

技術 を確立 し,同 時に技術指導に必要な人的

資源の育成 を併せ て行 うべ きである。

8.お わ り に

日本のエネルギーセキュ リティ確保は外か

らの影響を受け易 く,こ れに強力に対応 して

行 くには,日 本全体での統一された考え方が

必要 と思われる。これ を実現するための要因

としてエネルギー受け入れ体制,代 替エネル

ギーの導入,エ ネルギー使用の効率化,情 報

収集と解折,技 術開発等が考えわれるが,実

際にはこのように単純なものではな く非常に

複雑な問題を抱えている。早急に各分野の専

門家の英知を集める組織 を作 り,具 体的な検

討に入る時期に来ていると思われる。

(いわい りゅうたろう 日揮㈱技術業務

本部技術営業第一部)
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「メ タ ノー ル ・メ タ コー ル研 究 会 」

海 外調 査 に参 加 して

ア ジア ・オセ アニ ア ・南 ア班
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1.は じ め に

石 油 価 格 の 高 騰 と石 油 の 供 給制 約 が 顕 在 化

す る につ れ,石 油 代 替 エ ネ ル ギ ー の 有 力 な1

つ と し て の 燃 料 用 メ タ ノー ル に 各 方 面 で 関 心

が 高 ま っ て い る。

こ の よ うな 情 況 の 中 で,当 研 究 所 と勧 日本

エ ネ ル ギ ー 経 済 研 究 所 とは共 同 で 「メ タ ノー

ル ・メ タ コー ル 研 究 会 」 を 組 織 し,主 に 発 電

用 燃 料 と して の 利 用 に 着 目 し,昭 和55年 度 よ

り研 究 を進 め て い る。 こ の研 究 会 活 動 の 一 環

と して,燃 料 メ タ ノー ル の 利 用 可 能 性 を明 ら

か に す るた め,ア メ リカ班,ヨ ー ロ ッパ ・カ

ナ ダ班,ア ジ ア ・オ セ ア ニ ア ・南 ア フ リカ班

の3班 に 分 か れ 海 外 調 査 を行 っ た。 筆 者 は こ

の うち ア ジア ・オ セ ア ニ ア ・南 ア フ リカ班 に

参 加 し,オ ー ス トラ リア,南 ア フ リ カ共 和 国

オー ス トラ リア,南 ア フ リカ共 和 国 の4力 国

を訪 問 す る機 会 を得 た の で,以 下 に そ の 概 要

を述 べ て み た い 。

2.訪 問先 お よび 日程

ア ジア ・オ セ ア ニ ア ・南 ア 班 は,① メ タ ノ

ー ル 原 料 と して 現 在 考 え ら れ て い る天 然 ガ

ス,褐 炭等の利用政策,② 燃料 メタノールに

関する研究動向,③ 燃料メタノールの競合す

るモービルガソリンやフィッシャー トロブシ

ュ法による合成燃料油の開発動向,等 を主要

調査項 目としてお り,表1に 示すように4力

国13機 関を訪問することができた。

調査国は新燃料油開発技術研究組合専務理

事の小田五郎氏を団長 とし総勢5名 であった。

(表2参 照)

3.各 国 の 概 要

3.1イ ン ドネシア

1)天 然 ガ ス 利 用 政 策

イ ン ドネ シ ア は わ が 国 最 大 のLNG導 入 元

で あ り,確 認 埋 蔵 量 は 約7,000億m3と い わ れ

主 な ガ ス 田 は北 ス マ トラ の ア ル ン と東 カ リマ

ン タ ンの バ ダ ッ クで あ る。

最 近 は,特 に 洋 上 で ガ ス 田 が 多数 発 見 され

て お り,同 国 の 天 然 ガ ス に 寄せ る期 待 は 非 常

に大 きい 。 現 在 生 産 量 は年 間 約250億M3で あ

り,大 規 模 ガ ス 田の ガ ス はLNG化 して 輸 出

す る政 策 が と られ て い る 。 ま た,LNGプ ラ

ン ト周 辺 の 随 伴 ガ スや 中小 ガ ス 田 の ガ ス もプ

ラ ン トへ 集 中 してLNGと す る方 針 で,LN
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表一1訪 問先および日程

膨

月 日 国,都 市名 訪 問 機 関 名 調 査 内 容

〈 イ ン ド ネ シ ア〉

2月1日 ジ ャ カ ル タ 鉱山エ ネル ギー省 ・天然ガスの利用政策

石油ガス局(MIGAS) ・メ タノー ル 生産 計 画

〃 研究技術省(BPPT) ・BPPTに お け る燃 料 メ タノー ル に

関す る研究
。中小 ガス田の利用

。エ タノー ル プ ロ ジ ェ ク ト

2月3日 ボ ン タ ン バ タ ックLNG ・LNGプ ラ ン トの 見学

2月4日 バ リ ク パ パ ン プ ル タ ミナ ・製油所 見学

バ リクパパ ン製油所

2月5日 ジ ャ カ ル タ 研究技術省(BPPT) ・2月1日 の 補 足

〈ニ ュー ジー ラ ン ド〉

2月8日 ウ ェ リ ン ト ン エ ネ ル ギー 省 ・天然ガス利用政策

・モ ー ビ ル ガ ソ リン プ ロ ジェ ク ト

・自動 車 用 燃 料 メ タ ノー ル につ い て の

研究
〃 ペ トロ コ ー プ ・マ ウ イ ・メ タ ノ ー ル プ ロ ジ ェ ク ト

・ニ ュー ジー ラン ドに お け る ガ ス田 の

開発 と今後の見通 し

2月9日 ウ ェ リ ン ト ン 液体燃料信託局 。ニ ュー ジー ラン ドに お け る モー ビル

(LFTB) ガ ソリン導入の経緯

。マ ウイ ガス 田 の開 発

〃 モ ー ビル オ イル社 。モ ー ビ ル ガ ソ リン プ ロジ ェ ク ト

。モ ー ビ ル法 プ ロ セ ス

〈 オ ー ス トラ リア〉

2月10日 キ ャ ン ベ ラ 国家開発エ ネルギー省 ・合成燃料油の輸出の可能性 について

・メ タノー ル 原料 として の褐 炭 の 評価

。燃料 メ タ ノー ルの 研 究状 況

2月11日 メ ル ボ ル ン ヴィクトリア州褐炭委員会 ・褐 炭 利用 プ ロジ ェ ク ト

。褐炭の性状および賦存量

・褐炭の脱水技術

2月12日 ラ トロー ブバ レー SEC褐 炭田 ・炭 田,発 電 所,ブ リケ ッ ト工 場 の 見学

〈南 アフリカ共和国〉

2月16日
一 、、 一

モ ァル フ ォン ァ ン AECI ・石 炭 を 原料 と した メ タ ノー ルの 生産

・石炭 ガス化技術

・自動 車 用 燃 料 メ タ ノー ル

・工場 見学

2月17日 セ ク ン ダ サ ソール ・石炭ガス化技術

・SASOLH
,皿

・見学

表一2団 員 名 簿

氏 名 所 属

団長 小 田 五 郎 新燃料油開発技術研究組合
川 添 能 夫 三菱瓦斯化学

木 村 徹*) 日本エネルギー経済研究所

崎 原 和 博 〃

菅 野 } 郎 エネル ギー総合工学研究所

(注)*)ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド,オ ー ス トラ リア の み 参 加 。
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Gに 適 さ な い ガ ス 田の ガ ス は,可 能 な 限 り国

内消 費 に 振 向 け た い と考 え られ て い る 。

天 然 ガ ス を 原 料 と して メ タ ノー ル を製 造 す

る計 画 に つ い て は,化 学 用 メ タ ノー ル と して

ブ ニ ュ ー 島 プ ロ ジ ェ ク トが あ るの み で,そ の

他 に は 燃 料 用 も含 め て 具 体 的 な プ ロ ジ ェ ク ト

は な い の が 現 状 で あ る。

2)ブ ニ ュー 島 プ ロ ジ ェ ク ト

同 国 の 国 営 石 油 会 社 で あ るプ ル タ ミナ は,

第3次5ケ 年 計 画 の 一 環 と して,ボ ル ネ オ 島

東 カ リマ ン タ ン北 部 の ブ ニ ュ ー 島 で メ タ ノー

ル製 造 を計 画 して い る。

1981年12月 に ル ル ギ社 とプ ラ ン ト建 設 の 契

約 が 締 結 され,建 設 期 間36カ 月,試 運 転 期 間

2カ 月 で,1985年2月 引 き渡 しの 予 定 と され

て い る。 合 成 法 は 低 圧 ル ル ギ法,能 力 は1,000

t/dで あ り,製 品 は ケ ミカ ル グ レー ド ・メ タ

ノー ル で 主 と して 輸 出向 け で あ る 。 原 料 と し

て は現 在 焼 棄 さ れ て い る ブ ニ ュー 島 油 田 の 随

伴 ガ スが 主 体(6割)で,残 りは新 規 に ガ ス

井 を堀 削 す る 計 画 で あ る。

3)バ ダ ッ クLNGプ ラ ン ト(写 真1)

1972年Haffcoグ ル ー プ に よ り東 カ リマ ン

タ ンの バ ダ ッ クで ガ ス 田が 発 見 さ れ た 。 その

写 真1バ ダ ッ クLNGプ ラ ン ト

プ ラ ン トサ イ トの全 景,中 央 に タ ン

ク(9,500mi/基 ×4基)が 見 え る。

埋 蔵 量 は1980億m・ とい わ れ て い る 。 バ ダ ッ ク

1プ ロ ジ ェ ク トは,1974年 に着 工 され,1977

年 か ら生 産 開 始 さ れ て い る。 また,1980年 か

らプ ラ ン トの 拡 張 工 事 が 開 始 さ れ,1983年 か

ら生 産 を行 う予 定 とな っ て お り,こ れ が バ ダ

ッ クHプ ロ ジ ェ ク トで あ る。 プ ラ ン トの 計 画

値 は 表3に 示 す とお りで あ り,バ ダ ッ クHプ

ロ ジ ェ ク トの 拡 張 工 事 が 完 了す れ ば,設 備 能

力 は 倍 増 す る こ と とな る。

な お,プ ラ ン ト容 量 は1系 列265MMSC

FDで あ るの に 対 して現 在 こ の140%で 運 用

され て い る。

表 一3プ ラ ン ト計 画 値

Expanded

BASICDESIGN BadakI Plant.

CONDITIONS Project

信慧1)
GaschargedtoPlant

265MMSCFD

pertrain

530(MM)
SCFD

!,060(MM)
SCFD

LNGproduction

10,600cubicmeters

pertrainperoperatlng
21,200m' 42,400m3

day

Tankerloadingrate 46,000GPM 46ρ00GPM

SeaWaterCooling
inlettemperature 85。F 85。F

Outlettemperature 111。F 111。F

3.2ニ ュージーラ ン ド

1)燃 料 メ タ ノー ル の 研 究 開 発

ニ ュ ー ジー ラ ン ドの一 次 エ ネ ル ギー 供 給 量

は 同 国 の エ ネル ギー 計 画'81に よれ ば,1981年

で500pJ(ペ タジ ュ ー ル)で あ り,原 油 に 換 算

す る と約 ユ,300万keで あ る。 こ れ は 我 が 国 の

現 在 の年 間 エ ネ ル ギー 消 費 量 の 約3%に 相 当

す るが,同 国 の 入 口 が 約300万 人 で あ る こ と

を考 え れ ば,1人 あ た りの エ ネ ル ギー 消 費 量

で は ほ ぼ 同 レベ ル に あ る と言 え る 。 内 訳 は,

水 力 ・地 熱 が46%,石 炭10%,天 然 ガ ス ・L

PG8%,コ ンデ ン セ ー ト4%で,国 産 エ ネ
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ル ギー の 合 計 は68%で,残 りの32%が 輸 入 原

油 及 び 輸 入 石 油 製 品 とな って い る。

こ の 輸 入 石 油 依 存 度 を低 下 させ る こ とが 同

国 の エ ネ ル ギー 計 画 の 基 本 とな って い る 。 こ

の ため 国産 エ ネ ル ギ ー 資 源 の 開 発,特 にマ ウ

イ を 中 心 と し た天 然 ガ ス の 開 発 に 力 を 入 れ て

い る 。

同 国 に お け る液 体 燃 料 は 現 在 ほ とん どが 石

油 系 で あ るが,今 後 天 然 ガ スか らのCNG,

LPGや モ ー ビ ル 法 ガ ソ リン の 導 入 が な さ れ

る こ とに な って い る 。

メ タ ノー ル につ い て は,M-10,15あ る い

は,M-85,100に つ い て も研 究 開 発 が 行 わ れ

て い る が,M-10,15が,モ ー ビル 法 ガ ソ リ

ン の補 助 用 と して 限 られ た地 域 で 利 用 さ れ る

程 度 で あ ろ う と考 え られ て い る。 モ ー ビ ル 法

ガ ソ リ ンの 採 用 の 際 にM-15に つ い て も検 討

さ れ た が,メ タ ノー ル の 配 給 コス トお よ び 車

の 改 造 コ ス トが 高 い とい う理 由 か ら 当面 実施

さ れ な い こ とに な った 。

2)モ ー ビ ル法 ガ ソ リン プ ロ ジ ェ ク ト

モ ー ビル 法 ガ ソ リン は合 成 ゼ オ ラ イ ト触 媒

(ZSM-5)に メ タ ノー ル を通 過 させ て 製

造 さ れ る もの で あ る。 同 国 で は,世 界 で は じ

め て の モ ー ビ ル 法 ガ ソ リン プ ロ ジ ェ ク トが 進

行 して お り,今 春 着 工 し,1985年 に完 成 予 定

とな っ て い る 。 な お,こ の 原 料 と して,マ ウ

イ の 天 然 ガ ス を用 い る こ と と な っ て い る。

メ タ ノー ル ・プ ラ ン トの 規模 は2,200t/d(2

基),ガ ソ リン生 産 量57万t/年 で あ り,こ れ に

よ って1980年 代 後 半 に は 同 国 の 自動 車 ガ ソ リ

ンの 古が まか な わ れ る こ とに な る といわ れ てい

る 。 なお,こ の ガ ソ リン は フ ァ ン ガ レ イに あ

る同 国 唯 一 の 製 油 所 か ら生 産 さ れ る ガ ソ リン

と混 合 して 販 売 され る こ とに な っ て い る。

3)マ ウ イ ・メ タ ノー ル プ ロ ジ ェ ク ト

マ ウ イの ガ ス を原 料 と した プ ラ ン ト規 模,

1,200t/dの ケ ミカル メ タ ノー ル プ ロ ジェ ク ト

で あ り,Petrocorpe51%,AlbartaGasChe-

micalLimited49%出 資 に よ るPetralgas

ChemicalNZLimitedが 事 業 主 体 で あ る。

プ ラ ン トサ イ トはNorthTaranakiの

Waitanaで あ り,1981年 末着 工(土 木,基 礎

工 事 開 始,工 場 設備 発 注 済),1983年 半 ば に 完

成 予 定 で あ る 。

メ タ ノー ル生 産 量 は1,200t/dの 予 定 で あ る

が,CO2が もっ と入 手 で きれ ば,増 量 も可 能

で あ る。 プ ラ ン ト操 業 につ い て はAlbartaの

ICI法 プ ラ ン ト経 験 か ら特 に 問 題 は な く,

年 間稼 動 時 聞 は2年 に1回 の定修 を行 うの で、

2年 間 平 均 して8,000Hr/年 と考 え て い る。従

っ て,年 産 約40万 トン とな るが,う ち 内 需 が

5%,残 りの95%が 輸 出 向 け と な っ て い る。

内 需 向 け メ タ ノー ル の 用 途 は,ほ とん どが

ホ ル ム ア ル デ ヒ ド,尿 素 樹 脂 で あ り約5,000

tを ジ ェ ッ ト機 の ス ター ト用 に 考 え て い る。

また,自 動 車 用 燃 料 と して は 当面 考 え て い な

い が,将 来 可 能 性 が あ ろ う。 メ タ ノ ー ル の 輸

出先 は 現 在 調 査 中 で あ るが,日 本 も重 要 な対

懸霧 蜘 一

写 真2調 査 団 の 一 行

ウェ リン トン郊外

ビクトリア山展望台にて
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象 の 一 つ とな っ て い る。

3.3オ ース トラリア

1)M-15計 画

オー ス トラ リア政 府 は メ タ ノー ル の ガ ソ リ

ン混 合(M-15)に つ い て 研 究 開 発 を行 っ て

お り,そ れ は 次 の5つ の 部 分 に分 れ て い る 。

(1)Marketandproduction

(2)Blendinganddistribution

(3)Useingasolinepoweredengines

(4)Administrativeandpolicyconsidera-

tion

(5)Overview

これ らの研 究 の うち,(1)が 最 近,完 成 し た。

DavyMckeePacificPtyLtd.に よ って 行 わ

れ た この 研 究 に よ る と,褐 炭 は メ タ ノー ル の

原 料 と して は,最 終 的 に は 選 ば れ て い な い 。

こ の 研 究 で は,M-15を 実 行 す る た め の メ タ

ノー ル の 製 造 地 点 と して,ク イー ン ズ ラ ン ド

ニ ュ ー ・サ ウ ス ・ウ ェ ー ル ズ,ビ ク ト リア の

3州 が 選 ば れ て い るが,原 料 は 前2者 が 歴 青

炭,後 者 が 天 然 ガ ス で あ る。 メ タ ノー ル の 生

産 量 は180万 トン/年 で製 造 コ ス トは歴 青 炭 の

場 合 が,ユ8～19セ ン ト/リ ッ ター,天 然 ガ ス

の場 合 が16セ ン ト/リ ッ ター で あ る の に 対 し

て,褐 炭 の 場 合 は,20セ ン ト/リ ッ ター と計

算 さ れ て い る。(1990年 時 点,1980年 価 格)

また,M-15計 画 を実 現 す るた め に は,配

給 コ ス トの 問 題 が あ る と指 適 され て お り,オ

ー ス トラ リア 全 土 にM-15を 供 給 す るた め に

は,2億 ドル の 改 造 コ ス トが か か る だ ろ う と

推 定 さ れ て い る 。

2)メ タ ノー ル 原 料 と して の 褐 炭 の 評 価

ヴ ィ ク ト リア州 の メ ル ボ ル ン東 部150klnに

位 置 す る ラ トロー ブ バ レー に は 膨 大 な 量 の 褐

炭 が 賦 存 して お り,現 在 は,主 と して 火 力 発

電 燃 料 や ブ リケ ッ ト製 造 に 利 用 さ れ て い る 。

褐 炭 の 生 産 コス トは低 い が,メ タ ノー ル な

どの 原 料 とす る場 合 に は,脱 水 な どに コ ス ト

が か か る。 前 述 の メ タ ノー ル 生 産 コ ス トは そ

の よ うな コ ス トを含 ん だ もの で あ る。(連 邦

政 府)

褐 炭 を ガ ス化 す る場 合 に は,脱 水 しな け れ

ば な らな い 。 脱 水 の 技 術 につ い て は,い ろ い

ろ研 究 ・開 発 を行 って い るが,必 ず し も成功

し て い な い 。 日本褐 炭 液 化 ㈱ や 三 井 グ ル ー プ

の 研 究 開 発 の 成 果 が 期 待 され て い る。 褐 炭 の

生 産 コ ス トは5～15ド ル/ト ン と想 定 さ れ る

が,そ の価 格 は,生 産 者 と買 手 との 間 の 交 渉

に よ って,「 純 然 た る 商 業 上 の 検 討 」 に よ っ

て 決 め られ るだ ろ う。(ビ ク トリア州 褐 炭 委

員 会)

以 上 の よ うに メ タ ノー ル 原 料 と して の 褐 炭

の 評 価 に つ い て は,必 ず し も有 利 で は な い と

の 印 象 で あ っ た 。

3)VBCC(VictorianBrownCoaヱCounci1)

ヴ ィ ク ト リア州 に は エ ネ ル ギ ー 関 連 で3つ

の 主 要 な 公 共 団 体 が あ り,VBCCは そ の一

つ で あ る。 他 の2つ はSEC(StateElectricity

融ミ.'_軍 卯抑曲ρ 、{隔～ 脚 帥榊 姻輔 樋
闘

一

・ 一～ ,3ぜ 轍
';

、'押 〆▼ン い 絶'
・5魑 縛 、

写 真3ラ トロー ブ バ レー 褐 炭 田

(躰 辮 止のために散水を行)

一32一

(



)

陰

CommissionofVictoria;電 力 委 員 会)と ガ

ス 燃 料 公 杜(GasandFuelCorporation)で

あ る 。

VBCCは 同州 に 豊 富 に 存 す る褐 炭 の 新 し

い 利 用 法 を検 討 す る機 関 で あ る。 新 利 用 法 の

研 究 開 発 は,脱 水 ・液 化 等 広 範 囲 に わ た っ て

い る が,そ の うち 主 要 な プ ロ ジ ェ ク トは 以 下

の4つ で あ る。

① 日本 褐 炭 液 化:こ の プ ロ ジ ェ ク トが 今 の

とこ ろ 最 も進 ん で い る。 乾 炭 べ 一 ス で50t/d

の パ イ ロ ッ トプ ラ ン ト を ラ トロー ブ バ レ ー

モー エ ル に 建 設 す る予 定 で あ り,今 年3月 着

工,1983年 に 第1ス テ ー ジ が 完 成 し,SRC

が 製 造 で き る よ うに な る。 また,1984年 に は

液 化 工 程 も完 成 し,液 化 が で き る よ うに な る。

そ の 後5年 程 度 各種 デ ー タ を と り,フ ィー ジ

ブ ル で あ る との 結 論 が 出れ ば,次 の ス テ ップ

と し て5,000t/dの 実 証 プ ラ ン ト建 設 が 計 画 さ

れ る こ とに な る。

② 三 井SRC:三 井SRCと 現 地 企 業 のCS

Rは は コ ン ソー シ ア ム を組 ん で い る。 目的 は

SRCの 製 造 で,技 術 は三 井 の もの を使 うこ

とに な っ て お り,現 在 フ ィー ジ ビ リテ ィ ・ス

タデ ィ 中 で あ る 。

③ ラ イ ン ブ ラ ウ ン:イ ム ハ ウ ゼ ンが 行 っ た

西 独 とオ ー ス トラ リア との 共 同調 査 を うけ て

新 た に褐 炭 に 関 す る 詳 細 な調 査 が 近 々 は じ ま

る。

④10P/ARCO:ジ ユ リオ ン デ ー ル の褐 炭

の 利 用 につ い て 調 査 を行 っ て い る 。

3.4南 アフ リカ共和国

1)AECI

南 ア フ リカは 原 油 を産 し な い の で,国 策 と

して 代 替 液体 燃 料 に は 力 を 入 れ て い る。 国産

資 源 か ら の代 替 液 体 燃 料 に は 政 府 か ら$5/

Bblの 補 助 金 が 出 され る 。 燃 料 メ タ ノー ル に

つ い て も,次 の2つ の提 案 が 政 府 に な さ れ て

い る。 政 府 の 委 貝 会 が 提 案 を検 討 中 で あ る が

ま だ 結 論 は 出 て い な い 。

①Anglo-Transvaal,Caltex,MiddleWi-

twatersrand,Anglo-alphaの コ ン ソー

シア ム

2,500t/日,$7.73億,1985年 以 降

②AECI,Amcoal,Shell,Sentrachemの

コ ン ソ ー シア ム

2,500t/日,$5.35億,1985年 以 降

筆 者 らは こ の う ちAECIを 訪 問 をす る こ

とが 出 来 た。AECIは 南 ア フ リカ最 大 の 化

学 会 社 で あ り,現 在 石 炭 か ら メ タ ノー ル(化

学 用)を 製 造 して い る たぶ ん世 界 唯 一 の 企 業

で あ る 。

プ ロ セ ス フ ロー は 図1に 示 した とお りで,

2,000t/dの 石 炭 よ り1,000t/dの ア ン モ ニ ア と

50t/dの 化 学 用 メ タ ノーT-一ル を製 造 して い る。 ガ

ス 化 炉 は,2頭 式 コ ッバ ー ズ ・トチ ェ ッ ク炉

(6基)で あ り,メ タ ノー ル合 成 はICI低

圧 法 を採 用 して い る 。

AECIは 自動 車 燃 料 と して の メ タ ノー ル

に つ いて 強 い 関 心 を持 っ て お り,独 自 に実 車

写真4メ タ ノー ル 車(M-100)

補助 タ ン クか らの ガ ソ リン で始 動 し,そ の

後 メ タ ノー ルに切 換 え る
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図 一1AECIに お け る ア ン モ ニ ア,メ タ ノー ル プ ロ セ ス

テ ス トを実 施 して い る。 車 種 は 乗 用 車 と トラ

ッ クで,燃 料 は,M-15,M-100(ニ ー トメ

タ ノー ル),M-100D(デ ィー ゼ ル 燃 料 用 で

ニ ー トメ タ ノー ル に デ ィー ゼ ル ノ ッ ク防 止 剤

を 添加 した もの)の3種 類 で あ る。 同 乗 時 の

印 象 で は ドラ イ ヴ ァ ビ リテ ィー は 必 ず し も良

くな い よ うに 思 え た 。

2)SASOL

南 ア フ リ カ共 和 国 は 人 種 差 別 政 策 を とっ て

い るた め,OAPEC諸 国 か ら石 油 を輸 入 で

きな い事 情 に あ っ た の で,豊 富 な石 炭 資 源 か

ら水 素 と一 酸 化 炭 素 を製 造 し,Fischer-Tro-

psch法(F-T法)に よ り燃料 油 を合 成す る

SasolIをSasolburgに1955年 に建 設 した 。

OPECの 原 油価 格 大 巾値 上 げ を契 機 に,技

術 的 ・経 済 的 検 討 を行 っ た 結 果,1974年12月

SasolIIの 建 設 を決 定 し,1980年 に 完 成 した 。

イ ラ ン革 命 で イ ラ ンか らの 輸 入が 不 可 能 とな

り,1979年2月 にSasolIIIの 建 設 を決 定 し

た 。 石 炭 の 間接 液 化 を企 業 化 し て い る唯 一 の

国 で あ る 。

Sasolと い う名 称 は 当 初 の企 業 名South

SyntheSiS220b
ar

co「np「essor

rOOOt/d

CH30H50t/d
syntheSls

CH20H

1.

.∵ 乱'罐 、lll擁

こノ_㌦,

曽"駄
、

'1喰撒
撫

写 真5Saso!III

巨 大 な クー リン グタワ ーが 印 象

的 で あ る。

AfricanSyntheticOilLimltedの 頭 文 字 か ら

取 っ た も の で あ る 。

SasolII,IIIは 首 都 ヨ ハ ネ ス ブ ル グ 東 部 の

ト ラ ン ス バ ー ル 州 セ ク ン ダ に あ り,プ ラ ン ト

サ イ トの 面 積 はII,III合 わ せ て12km・'と い う広

大 な も の で あ る 。

SasolII,IIIの プ ロ セ ス フ ロ ー 図 を 図2に

示 す 。

Sasolの ガ ス炉 は ル ル 炉 で あ る。SasolIIと

II1に は 直 径4mのMarkWを 採 用 し て い る 。

既 に 直 径5mのMarkVも あ っ た が,Sasolll,
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図 一2SasolSyntholProcess(SasolII,III)
へ

IIIの決 定 を行 な っ た 時 点 で は,Vは 実 証 済 み

の 炉 で は な か っ た の で,実 証 済 み のMarkIV

を採 用 した との こ とで あ る。

ル ル ギ 炉 は 微 粉 炭 が 使 用 出 来 な い とい う難

点 が あ り,Sasolは1981年6月 に 海 外 に 人 を

派 遣 し,9種 類 の ガ ス 化 炉 の評価 を行 な った。

微 粉 炭 が 使 用 出 来 る こ とに 開 発 が す す ん で お

り,開 発 リス クが 比 較 的 少 な い こ と等 か ら,

Westinghouse炉 を選 択 し,今 先 方 と交 渉 を

して い る との こ とで あ っ た 。

Sasolは3種 類 の ガ ソ リ ン を製 造 して い る。

プ レ ミア ム,レ ギ ュ ラー,ア ル コー ル 混合 ガ

ソ リ ンで あ る 。 ア ル コー ル 混合 ガ ソ リンには,

最 高10%ま で の ア ル コー ル類 が 混 和 さ れ て お

り,各SSの サ ソー ル マ ー クの 計 量 機 で 販 売

さ れ て い る。 南 ア フ リカ に は 各 メ ジ ャ ー マ ー

クのSSが あ る が,法 律 に依 り,各SSと も

サ ソー ル マ ー クの 計 量 機 を1基 は 設 置 す る こ

とが 義 務 付 け られ て い る。 どの ブ ラ ン ドの ガ

ソ リ ン も価 格 は 同 じで,ど の ガ ソ リン を購 入

す るか は,需 要 家 の 自由 とな って い る 。

4.お わ り に

今 回の海外調査は,真 冬の 日本か ら真夏の

南半球へ飛び,気 候の急変に対する体調の適

応が心配されたが,無 事3週 間の 日程 を消化

し,帰 国することができた。

石油価格の高騰は石油を持 たない国々に大

きなインパク トを与え,合 成燃料油開発の引

き金になっている。今回訪問することができ

た国々は,い ずれ も独 自の立場でエネルギー
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問 題 に 取 組 ん で い る。 国家 プ ロ ジ ェ ク トと し

て モ ー ビル 法 ガ ソ リン の 開 発 を推 進 して い る

ニ ュ ー ジー ラ ン ド,フ ィ ッ シ ャー ・トロブ シ

ュ 法 に よ る合 成 燃 料 油 を約30年 近 くに わ た り

製 造 して きて い る南 ア フ リカ共 和 国,ま た膨

大 な 天 然 ガ ス を保 有 して い る イ ン ドネ シア,

石 炭 を保 有 す るオ ー ス トラ リア とい ず れ の 国

も印 象 的 で あ った 。 ま た 燃 料 メ タ ノー ル につ

い て は,各 国 と も主 と して 自動 車 用 燃 料 と し

て興 味 を示 して お り,そ れ ぞれ の立 場 で研 究

開 発 を進 め て い る 。

燃 料 メ タ ノー ル の 開 発 を と り ま く情 勢 は,

最 近 の石 油 価 格 の鎮 静 化 と と もに 一 時 の フ ィ

ー バ ー 的 な ム ー ドは 消 え
,必 ず し も明 るい も

の とは 言 え な い 。 しか し,エ ネ ル ギー セ キ ュ

リテ ィの確 保 の観 点 か ら も,息 の 長 い努 力 が

要 請 さ れ て お り,こ う い っ た 意 味 か ら も これ

らの 国 々 との コ ン タ ク トを継 続 して い くこ と

が 必 要 で あ ろ う。(か ん の い ち ろ う 主 任

研 究 員)

(
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研 究 所 の う ご き

(昭 和57年4月1日 ～6月30日)

◇ 理 事 会 開 催

第12回 理事会

日 時:5月25日(火)12:00～13:30

場 所:経 団連会館9階

議 題:

(1)昭 和56年 度事業報告及び収支決算書(案)に

ついて

(2)そ の他

◇ 企 画 委 員会 開 催

第20回 企画委員会

日 時:4月23日(金)14:00～16:00

場 所:当 研究所第2会 議室

議 題:

(1)ナ ウル共和国における海洋温度差 発電につい

て

(2)石 川県地域エネル ギー開発利用調査結果につ

いて

(3)鹿 児島県 ローカルエネルギー開発利用事業化

調査結果について

(4)昭 和57年 度事 業計画及び収支予算

第21回 企 画 委 員会

日 時:6月11日(金)14:00～16:00

場 所:当 研 究 所 第2会 議 室

議 題:

(1)原 子 力技 術 開 発 に関 す る国際 協 力 につ いて

(2)200Q年 に お け るエ ネル ギー 需 給 ア ンケー ト調

査 結 果 につ い て

◇ 組 織 改 正

6月1日 付で,つ ぎのように組織改正が行 われた。

(1)事 務局 ・課 を廃 止し,総 務部 及び経理部 とす

る。

(2)業 務部 を新設 し,プ ロジェ クト試験研究部の

業務の一部 を移管す る。

◇ 主 な で きご と

4月1日(木)「 原子力プラン ト運転の信頼性に関

す る研究会」開催(第22回)

6日(火)「 核熱の産 業利用実用化方策の検討」

第4回 委貝会開催

20日(火)「 メタノー ル環境安全性検討」委員

会開催

23日(金)第20回 企画委員会開催

28日(水)「 核熱の産業利用実用化方策の検討」

第5回 委貝会開催

5月7日(金)「 中小型軽水炉構想設計 ・経済性検

討」 第4回 委員会開催

12日(水)「 石油製品需給不均衡解消に関す る

フィー ジビリテ ィ調査」 第1回 ナフサ

委 員会開催

18日(火)「 核熱の産業利用実用化方策の検討」

第6回 委員会開催

19日(水)「 廃炉設備確証試験検討」第2回 委

員会開催

25日(火)第12回 理事会開催

26日(水)「 原子力プラン ト運転 の信頼性 に関

す る研究会」開催(第23回)

「石油製品需給不均衡解消に関す る

フィー ジビリティ調査」 第2回 ナフサ

委員会開催

同上第1回 アスフ ァル ト委員会開催

27日(木)「 昭和56年 度代替燃料 自動車排 ガス

等影響調査」の検討会開催

28日(金)「 メタノール環境安 全性検討」委 員

会開催

6月3日(木)「 中小型軽水炉構想設計 ・経済性検

討」 第5回 委員会開催

11日(金)第21回 企画委 員会

15日(火)「 石油製品需給不均衡解消に関す る

フ ィー ジビリティ調査」第2回 アスフ

ァル ト委員会開催

6月18日(金)「 石油製品需給不均衡解消に関す る

フ ィー ジビ リテ ィ調査」第3回 ナフサ

委員会開催

23日(水)夏 期研修
く

25日 ぐ金)

◇ 人 事 異 動

04月1日 付 発令

(採用)片 山優 久雄 主管研究員に任命,プ ロ

ジェク ト試験研究部配属
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(採用)

主任研究員

主任研究貝

副 主 任

研 究 員

○

主任研究員

○

(採用)

田辺 義雄

高倉 毅

松井 一秋

主任研究員に任命,プ ロ

ジェ クト試験研究部配属

主管研究員に任命

主管研究貝に任命

森 田 友次 主任研究員に任命

4月20日 付発令

西沢 靖雄

4月21日 付発令

三井 英彦

0

常務理事

6月1日 付 発 令

総 務 課 長

(部長待遇)

経 理 課 長

(部長待遇)

柴 田

退職(出 向解 除)

副主席研究員に任命,プ

ロジェク ト試験研究部配

属

誠一 総務部並びに経理部業務

の担当を委嘱

山口 魏 総務部長に任命

阿部 進 経理部長に任命

プ ロジェク

ト試験研究 高橋 和雄 業務部長
に任命

部課長

(業務担 当)

プ ロジェク

ト試験研究 飯 沼 孝正 企画部長兼務任命

部長

(採用)山 崎弥三郎 非常勤嘱託

06月30日 付発令

副 主 任 黄 明彰 退職

研 究 貝

副主席研究 大森 栄一 退職(停 年)

員調査部長

◇ そ の 他

外国出張

(1)松 井一秋主管研究員 と長谷川正悟主任研究員 と

は,「 メタノールの供給可能性 に関す る調査」の

ため,6月20日 ～7月4日 の間,米 国へ 出張 し

た。
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